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 （総括）研究報告書 

 

ICT を用いた保健師活動アルゴリズム及び評価手法の開発と統括保健師による 

人材育成への活用 
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分担研究者 藤井仁  目白大学看護学部看護学科 教授 

 

研究要旨 

本研究の目的は、統括保健師が組織横断的な保健師活動と人材育成の推進に資

するために、保健師活動展開のアルゴリズム（以下、アルゴリズム。）と保健師活

動評価手法を開発し、ICT を用いて地方自治体の保健師と合意形成を図りつつ実

装することである。最終年度の令和 6 年度は 2 つの分担研究を行った。分担研究

１の目的は、昨年度開発済の ICT 試作版ツールを改良し、複数の地方自治体にお

ける実証研究を行うことである。分担研究 2 の目的は、出力結果を人材育成やマ

ネジメントに利活用するための活用ガイドを完成することである。 

本研究は、混合研究法を用いた。対象は、研究者の機縁により研究協力の得ら

れた 3 か所の地方自治体に所属する統括保健師とそのスタッフ保健師である。昨

年度開発した ICT 試作版ツールを用いたデータ入力期間は、自治体 A と B：入力期

間 2024 年 8 月 1 日～12 月 31 日、自治体 C：入力期間 2024 年 12 月 1 日～2025 年

2 月 28 日である。また、同ツールの改善に資する対象からの意見聴取と統括保健

師との意見交換を定期的に実施した。さらに、昨年度のパイロット調査で保健師

が入力したアセスメント項目と支援対象者のアウトカムデータ(死亡・入院・入

所・虐待・自傷・他害)を基に、支援対象者の状況推定を行うモデル構築・評価を

行った。なお、支援対象者のアウトカムデータが限られていたため、発生頻度の

低い医学的事象の予測に用いられる Synthetic Minority Over-sampling 

Technique(SMOTE)と SMOTE and Cluster-based Undersampling Technique(SCUT)

を用いて、データの不均衡を調整した。データセットは学習用と検証用に 8:2 で

分割し、10 分割の交差検証を 3 回繰り返して評価した。モデル選定には

leave-one-out 交差検証を用いた。学習にはランダムフォレスト、eXtreme 

Gradient Boosting(XGBoost)、Dropouts meet multiple Additive Regression Trees 

(XGBoost DART)、ニューラルネット、ElasticNet、Support Vector Machine(SVM)

の 6 手法を用いた。構築されたモデルの評価は、Accuracy、Kappa 係数と F-measure

を用いた。特徴量重要度(Feature importance)も算出し、各モデルがどのアセス
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メント項目に重みづけて分類を行ったのかを調べた。 

その結果、合計 134 人（自治体 A＝52 人、自治体 B＝32 人、自治体 C＝50 人）

が研究参加に同意し、123 人がデータ入力を行った（自治体 A＝50 人、自治体 B＝

23 人、自治体 C＝50 人）。個別支援 8238 件のうち、アルゴリズムの自動判定結果

は「妥当」が 7708 件（93.6%）、「高すぎる」が 29 件（3.5％）、「低すぎる」が 501

件（6.1％）であった。統括保健師からは、不明の多い保健師の業務実態の確認、

アセスメントや記録に関する人材育成上の課題の明確化、各保健師・ラダー別、

地区や部署毎の活動実態や所要時間等を可視化に活用できたとの肯定的な意見を

得た。一方、インターフェースの改善を行ったが、データ入力の負担は課題とし

て残った。統括保健師が出力結果を読み解き、活用するための活用ガイドについ

ては、研究班のメンバーや統括保健師等とのディスカッションにより構成や文言、

ユニバーサルデザインの観点から色調等の見やすさに配慮した。 

また、支援必要度と支援対象者のアウトカムデータを基に、支援対象者の状況

推定を行うモデル構築・評価した結果、正答率では Raw data 学習は必要度判定・

保健師主観の支援必要度・在宅生活継続で優れ、死亡・入院・入所・虐待・自傷・

他害では SMOTE によるデータ拡張が優れていた。一方、クラス間の偏りを示す

Kappa 係数や F-measure は、全般的にデータ拡張モデルの方が高く、必要支援度・

在宅生活継続を除き、最良モデルでは F-measure ≥  0.8 を達成した。特徴量重要

度では、Raw data と拡張データで重要視されるアセスメント項目や重み付けに差

があったが、データ拡張後の Random Forest・XGBoost ともに上位・下位指標は共

通しており、「ハイリスクの継続支援である」「本人の問題認識・問題対処能力に

課題がある」「家族の関係性に課題がある」「何らかのサービス・制度を利用して

いる」などが上位に入った。この傾向は他のアウトカムでも確認された。 

本結果は、開発したアルゴリズムが一定の妥当性を有することを示唆するもの

と考えられる。また、アルゴリズムの判定に必要な各項目を若手保健師が ICT ツ

ールに入力することで、不足していた観点に自ずと気づくことができる可能性が

ある。このことは、限られた人員で若手保健師の人材育成を推進しなければなら

ない市町村にとって、有意義な知見と考えられる。また、活用ガイドのユーザー

は統括保健師を想定していたが、ICT ツール導入等の必要性を財政や人事担当課に

説明していく可能性を想定すると、デザイン等への配慮が必要と考えられる。こ

れまで、本庁の統括保健師が分散配置されている保健師活動等の実態をリアルタ

イムで把握することは困難であった。しかし、本研究で開発された ICT ツールと

活用ガイドを活用することによって、データに基づく科学的な人材育成とマネジ

メントおよび効率的・効果的な保健活動の推進に貢献できる可能性が示唆された。 
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Ａ.研究目的 

地方自治体に勤務する保健師は、健康課題解

決のために①個別支援、②住民の主体的・継続

的な健康づくりを推進する地区活動、③住民ニ

ーズに基づく事業の計画・実施・評価（以下、

事業化。）を行っている 1)。これらの活動は個々

の暗黙知に依拠しており、十分に標準化されて

いない 2)ため、人材育成上の課題となっている
3)。 

また、地域住民のニーズは複雑多様化してい

る。本来、保健師のアセスメント技術は、標準

化されていることが望ましいが、実践経験を積

む中で成長・発達を遂げる部分もあることから、

現任教育が重要となる 4)。政府は現在デジタ

ル・トランスフォーメーションを推進している

ところで 5)、新型コロナウイルス感染症の世界

的大流行を契機に、保健分野でも ICT ツールの

導入が進められている 6)。 

平成 25 年、厚生労働省は「地域における保健

師の保健活動に関する指針」 1)において、いわ

ゆる「統括保健師」の配置の必要性について初

めて言及した。統括保健師には、「保健師活動を

組織横断的に総合調整・推進し、指導する統括

的役割を担う」ことが期待されている。この背

景には、住民ニーズが複雑多様化していること

と、保健師の分散配置が進んでいることが影響

している 1)。また、令和 5 年の「地域保健対策

の推進に関する基本的な指針」の改正に伴い、

感染症まん延時を含めた健康危機に対応するた

めに、保健所にもマネジメントを担う保健師を

配置することが定められた 7)。さらに、次のパ

ンデミックに備えるために地方財政措置で保健

師が増員されている影響で新規採用者の人材育

成が急務となっている 3)。このため、統括保健

師は、これまで以上に本庁と保健所等と連携を

強化しながら、人材育成を推進していくことが

求められている。 

しかし、部下の能力評価や保健師活動の実態

をリアルタイムで共有するための ICT ツールは

依然として不足しており 2)、従来の人材育成は

統括保健師や管理職の経験知に依存してきた。

このため、データに基づく科学的な人材育成お

よびマネジメントへの転換が急務である。統括

保健師が平時および健康危機発生時においても

効果的な人材育成とマネジメントを実現するた

めには、ICT を活用して保健師活動の可視化・

共有を図るツールの開発と、その出力結果の利

活用方法を明確にする必要がある。 

本研究の最終目的は、統括保健師が組織横断

的な保健師活動と人材育成の推進に資するため

に、保健師活動展開のアルゴリズム（以下、ア

ルゴリズム。）と保健師活動評価手法を開発し、

ICT を用いて地方自治体の保健師と合意形成を

図りつつ実装することである。研究は 3 年間で
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実施した。 

 

Ｂ.研究方法 

1) 全体計画 

昨年度開発済の ICT 試作版ツールを改良し、

出力結果を人材育成やマネジメントに利活用す

るための活用ガイドの完成を目指すこととした。 

分担研究 1：複数の自治体における実証研究

の実施と、支援必要度の判定項目と支援対象

者のアウトカム予測可能の検証。 

（目的） 

研究協力の内諾の得られた自治体で、実証

研究を行う。 

支援必要度判定項目による支援対象者のア

ウトカム予測可能性について検証する。 

 

分担研究 2：活用ガイドの開発。 

（目的） 

昨年度骨子を作成した活用ガイド案を改良

し、統括保健師がデータに基づく人材育成や

マネジメントを推進するための活用ガイドを

開発する。 

 

2)保健師活動アルゴリズムの操作的定義 

令和 4 年度に当研究班で以下の操作的定義を

作成した。 

「保健師活動実態を示す情報（対象や課題の

特性および困難性）を基に、活動の必要度を見

直し、個別支援・地区活動・ニーズに基づく事

業化への活動展開の方向性を判断するときの過

程を示したもの」8)。 

 

3) 研究方法 

本研究は、混合研究法 9)を採用した。 

対象は、研究者の機縁により研究協力の得

られた 3 か所の地方自治体に所属する統括保

健師とそのスタッフ保健師である。なお、研

究に関心を寄せた自治体は他にも 4 か所あっ

たが、多忙等の理由から研究参加には至らな

かった。 

分担研究 1-1 の実証研究には、昨年度開発

した試作版 ICT ツールを用いた 10)。研究対象

者は、統括保健師と対人保健サービスを提供

しているスタッフ保健師である。スタッフ保

健師が、試作版 ICT ツールを用いて 1 か月以

上データ入力した。なお、研究対象者からの

質問・リクエスト等には随時対応し、研究班

から適宜回答するとともに、試作版 ICT ツー

ル改良に活用できるかどうかを吟味した。 

分担研究 1-2 の実証研究の遂行にあたり、

44,163件の保健師活動に関する入力データを

用いた。アルゴリズム判定項目 21 点に加え、

各種アウトカムを対応付けて学習用モデルと

した。 

➢ アセスメント結果より得られた必要度

判定結果：保健師による妥当性評価

した結果 (妥当/高すぎる/低すぎる

の 3 段階) 

➢ 保健師の主観に基づく支援必要度：

(1-8 の 8 段階) 

➢ 支援対象者のアウトカムデータ：在宅

生活を継続，死亡，入院，入所，虐

待，自傷，他害 (該当/非該当/期間

中に終了の 3 段階) 

 これらのデータへの前処理として、各項目

とアウトカムから 1 項目を選定の上、欠損値

除去した後にデータ拡張を行ったもの・行わ

なかったものを用意した。支援対象者のアウ

トカムデータの数に限りがあったため、発生

頻度の低い医学的事象の予測に用いられてい

る 11 ） Synthetic Minority Over-sampling 

Technique (SMOTE)12 ） と SMOTE and 

Cluster-based Undersampling Technique 

(SCUT)13)を用いて、不均衡データを可能な限

り均衡データになるようにした。前述したデ

ータセットを学習用:検証用 = 8:2 となるよ
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うに分け、10 分割の交差検証を 3 回繰り返す

よ う 設 定 し た 。 ま た モ デ ル 選 定 基 準 を

leave-one-out 交差検証とした。学習方法は

ラ ン ダ ム フ ォ レ ス ト 、 eXtreme Gradient 

Boosting(XGBoost)、Dropouts meet multiple 

Additive Regression Trees (XGBoost DART)14)、

ニュ ー ラル ネ ット 、 ElasticNet、 Support 

Vector Machine(SVM)の 6 種類とした。構築さ

れたモデルの評価は、Accuracy、Kappa 係数

と F-measure を 用 い た 。 特 徴 量 重 要 度

(Feature importance)も算出し、各モデルが

どのアセスメント項目に重みづけて分類を行

ったのかを調べた。データセットを学習用:

検証用=8:2 と分け、10 分割の交差検証，3 回

繰り返すよう設定した。モデル選定基準を

leave-one-out 交差検証とした。 

分類モデル構築のための学習方法は、ラン

ダムフォレスト、eXtreme Gradient Boosting 

XGBoost(XGBoost)、Dropouts meet multiple 

Additive Regression Trees (DART)14)、ニュ

ーラルネット、ElasticNet、Support Vector 

Machine(SVM)の 6 種類とした。構築されたモ

デルの評価は、Accuracy、Kappa 係数に加え

F-measure を用いた。特徴量重要度 (Feature 

importance)も算出し、各モデルがどのアセス

メント項目に重みづけて分類を行ったのかを

調べた。一連のモデル構築・評価は R (ver. 

4.4.2)を用い、主に caret パッケージ 15)(ver. 

6.0.94)を利用した。 

分担研究 1-1 と 2 における統括保健師との

意見交換は、データの収集前、収集中、収集

後に行われた。統括保健師はデータの出力結

果を人材育成やマネジメントに活用できるか

を、研究班のチームと定期的に振り返り、協

議した。本調査の結果と統括保健師の意見お

よび研究班会議での検討を踏まえ、ICT ツー

ルの改善を図った。 

データ入力期間は、自治体 A と B：入力期

間 2024 年 8 月 1 日～12 月 31 日、自治体 C：

入力期間 2024 年 12 月 1 日～2025 年 2 月 28

日である。 

 

5)倫理面への配慮 

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・

医学部倫理委員会の承認を得て実施した（審

査番号 2022114NI-(2)、承認日 2022 年 11 月

10 日、審査番号 2023056NI 承認日 2023 年 6

月 14 日）。研究参加は任意とし、事前に研究

者が本研究の目的、方法、個人情報の保護等

について説明した上で、各保健師から同意を

得て実施した。 

地方公務員は職務に専念することが求めら

れるため、本研究のデータ入力が勤務時間中

に行われることについて、事前に保健師の所

属する主管衛生部課長または首長に相談し、

本来業務と密接に関わる内容であることから

差し支えないとの了承を得た。 

個人情報保護のため、支援記録と試作版 ICT

ツールは連結しなかった。 

 

Ｃ.研究結果 

分担研究 1-1：複数の自治体における実証研究

の実施 

 調査協力自治体は、県 1 か所（人口約 90 万

人）と中核市 2 か所（約 35～39 万人）であっ

た。 

表1 調査協力自治体の概要
自治体A 自治体B 自治体C

属性
自治体種別 県 中核市 中核市
圏域 近畿 近畿 九州
2025人口 90.8万人 35.4万人 39.5万人
2024年時点の保健師数 74 72 90
同意した参加保健師数 52 32 50
データ入力者数 50 23 50  
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1) 試作版 ICT ツールの改良 

各地方自治体の統括保健師と協議した結

果、以下のリクエストに基づき、試作版 ICT

ツールの改良を行った。 

(1)自治体 A 

4 月 19 日に統括保健師と本庁担当者と打ち

合わせを実施した。以下の４項目について追

加を希望された。 

⚫ 移動時間、部署内相談の設定 

⚫ 活動種別に「ケース相談（指導含む）」の

設定 

⚫ 感染症部署による「治療中」「管理中」「接

触者」 

⚫ 「担当外」の場合の入力 

 ダッシュボードのカスタマイズとして、以

下の３点の改修をした。 

⚫ 個別支援で直接対応が 0 分の場合、延件

数の集計から除外。 

⚫ 必要度判定「高」のケースにおける各ア

セスメント項目の該当割合のグラフを追

加。 

⚫ 支援内訳時間にキャリアラダー別（以下、

「ラダー」という。）、必要度別のグラフ

を追加。 

 

(2)自治体 B 

5 月 9 日、6 月 5 日に統括保健師と事前打ち

合わせを行った。独自項目として、感染症、

精神保健詳細（社会復帰、アルコール、その

他等）、心身障害（39 歳未満、40 歳以上）を

計上したいとの希望があった。このため、詳

細項目（感染症、母子等）と「対人活動種別」

項目の選択肢をカスタマイズした。 

 

(3)自治体 C 

 7 月 10 日の統括保健師との打ち合わせの結

果、現状では保健師活動領域調査項目（以下、

「活動領域調査」という。）に関する基礎的な

月報集計等も行っていないことから、まずは

活動領域調査項目の集計に重点を置き、簡略

化した入力を行うこととした。 

10 月 3 日、10 月 29 日に改めて打ち合わせ

を行い、以下のシステム・項目構成とするこ

とを決定した。 

⚫ 実施日、実施者、部署 

⚫ 個別支援の場合 

⚫ 活動領域調査項目（活動種別）、領域、地

区、新規／継続、優先度、所要時間（内

訳：直接対応・実施、内部会議、内部協

議、記録） 

⚫ 地区活動・事業の場合 

⚫ 活動領域調査項目（活動種別）、領域、優

先度、所要時間（内訳：直接対応・実施、

内部会議、内部協議、記録） 

⚫ その他の業務の場合 

⚫ 活動領域調査項目（活動種別）、所要時間

（内訳なし） 

また、入力に際し、以下の確認を統括保健

師と行った。 

⚫ 「優先度」は他自治体での構成における

支援必要度に相当するものであるが、複

数のアセスメント項目を元に判定される

ものではなく、入力者の主観的判断で低

～高の 3 段階で入力するものである。 

⚫ 他の自治体において「その他の業務」と

し手入力されていた活動種別は「地区活

動・事業」として入力することとし、「そ

の他の業務」は保健師業務に関係しない

内容のみを入力することとした。 

⚫ 活動領域調査項目（活動種別）には「事

業に伴う協議・会議」、「選挙事務」、「国

勢調査」、「施設管理（貸館業務）」、「審査・

給付・発行事務」の項目を新たに追加し

た。このうち、後者 4 項目は、その他の

業務として入力することとした。 
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統括保健師との協議の結果、ダッシュボー

ドは以下の構成とすることとなった。 

⚫ 保健師業務と保健師業務ではない業務の

割合を部署ごとに表示するグラフ 

⚫ 保健師が担う業務の優先度が高いものが

何の業務か分かるように部署ごとに表示

するグラフ 

⚫ 入力内容別・活動種別の実施時間を表示

するグラフ 

⚫ 部署ごとに時間外の活動種別の割合を表

示するグラフ 

⚫ 職位またはラダーごとの個別支援におい

て記録に係る時間を表示するグラフ 

 

2) 人材育成上の課題 

各自治体の統括保健師から、調査開始前に

以下の人材育成上の課題が共有された。 

自治体 A ・指導者不足 

・個別支援ケースへの対応に関

する懸念 

・業務の進捗管理が困難 

・社会人としての基本姿勢の課

題 

自治体 B ・社会人としての基本姿勢の課

題 

・個別支援の課題 

・地区活動の課題 

・業務の見えにくさ・偏り 

自治体 C ・主任技師後期から主査前期が

少ない 

・管理期が少ない 

・分散配置が進んでいる 

 

3) データ入力開始後の振り返り 

合計 134 人（自治体 A＝52 人、自治体 B＝

32 人、自治体 C＝50 人）が研究参加に同意し、

123 人がデータ入力を行った（自治体 A＝50

人、自治体 B＝23 人、自治体 C＝50 人）。自治

体 A・B は、半年間のデータ入力期間中に合計

3 万 1000 件のデータが入力され、個別支援の

入力は 8238 件であった。アルゴリズムの自動

判定結果は、「妥当」が 7708 件（93.6%）、 「高

すぎる」が 29 件（3.5％）、「低すぎる」が 501

件（6.1％）であった。 

 

(1)自治体 A 

①  1 回目（9 月 27 日） 

【入力結果】 

⚫ 入力件数は 40～300 件で、ほとんどが 250

～300 時間（月約 150 時間）に収まってい

る。 

⚫ 個別支援の割合は全体で 1～2 割、自治体

B・C より低く、極端な少なさの場合は理

由確認が求められる。 

⚫ 「その他」項目が 90%以上に散見され、保

健師業務の適正確認が必要である。 

⚫ 業務時間はキャリアラダー上昇に伴い増

加し、A3 以降は「その他」が増え、地区

活動・個別支援が減少する傾向がある。 

⚫ 記録作業は全体の 2 割以下で、広域移動

時間の影響が大きい。 

⚫ アセスメント項目では、家族関係や A1・

A2 の特定項目で「不明」が多く、A3-4 で

は必要度上昇とともに家庭訪問が増加、

A1 では逆に減少している。 

【統括保健師からの意見】 

⚫ キャリアラダーA2 はコロナ採用で業務経

験が不足しており、人材育成上の課題と

して次回会合で意見交換予定である。 

⚫ 「その他」の多さは、10 分未満の来所対

応記録の手間が影響している可能性があ

る。 

⚫ 市町村との協働状況をラダー別に表示す

ると有用である。 

⚫ アセスメントの「不明」は、緊急対応な

どの影響で必然的に発生する場合があ
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る。 

⚫ 個人データの活用により、保健師個々の

支援・育成にも活かせる。 

⚫ A1 では重いケースへの訪問割合が低く、

育成強化が必要である。 

【研究者からのフィードバック】 

⚫ 「その他」に含まれる業務内容とその理

由を整理する必要がある。 

⚫ アセスメント項目の「不明」が何を示す

か（実施不足、必要性認識不足、手段の

問題）を検討すべきである。 

⚫ 必要度が高いケースにおける内部相談の

内容と成果について、各部署で検証する

ことが望ましい。 

 

②  2 回目（11 月 7 日） 

【入力結果】 

⚫ 入力時間は均一化し、一部部署では入力

が減少しているが、全体の業務時間・内

容に大きな変化は見られない。 

⚫ 統括保健師・管理職向けの状況確認シー

トを追加。特に家族関係（項目 11～12）

の不明割合が高く、電話対応時に不明が

増える傾向があるが、常に不明な保健師

はサポートが必要。 

⚫ 支援必要度が高い個別支援事例では家庭

訪問の割合が低いが、事例数が少なく、

個々の状況（入院、他機関引継ぎ、訪問

拒否等）に左右されるため、訪問を避け

ているわけではない。 

⚫ 若手保健師は記録作業に特に時間を要し

ている。 

【統括保健師からの意見】 

⚫ キャリアラダーA1 は、取りまとめや振り

返り、事前準備も記録に含まれるため記

録時間が長い。 

⚫ 衛生管理業務や医療相談が「その他」に

入力されており、医療相談は個別支援と

して入力すべきか検討する必要がある。 

⚫ 精神の事例は精神保健福祉士、結核・感

染症の場合はレントゲン技師と複数担当

しており、未熟な保健師と同行する際に

は他職種がアセスメントを補足してい

る。A2 は独り立ちして対応すべきである。 

 

③  3 回目（1 月 21 日） 

【入力結果】 

⚫ 毎月延べ 7000～8000時間分のデータを入

力。 

⚫ 全体量・割合ともに月別の変化は無し。 

⚫ 各グラフについても初回振り返り時（ 2

か月分データ）と大きな変化は無し。 

⚫ 家庭訪問に限定してみると、A2、A5 でサ

ンプル数が少ない影響でばらつきが大き

い。それ以外のラダーでは全件の場合と

不明割合・分布に大きな変化は無い。 

⚫ A2～4 では必要度が上がるにつれて家庭

訪問の割合が増えているが、A1 だと逆に

下がっている。 

⚫ 家庭訪問は他の手段の 2 倍の時間がかか

り、1 回 2 時間以上（昨年も同様）かかる。 

⚫ 1 回の支援ごとの所要時間はラダーごと

に大きな変化は無い。若干、家庭訪問の 1

回あたりの時間はラダーが上がるにつれ

て増える傾向。30 分くらい？ 

⚫ 全体でみると「その他」の業務が 5 割。 

⚫ 業務管理・組織運営管理、業務連絡・事

務、申請事務に多くの時間が割かれてい

る。  

⚫ 地区活動・事業としては「コーディネー

ト（地域）に多くの時間を割いている。 

⚫ 黄色で示される「その他＞その他」の業

務は全体の 6%。 

【統括保健師からの意見】 

⚫ 記録に関する課題が明確となり、既に研

修を計画している。 
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⚫ 個別支援の件数が少ないことが判明した

ため、次年度の研修に反映し、個別支援

から地区活動、地区の強みを生かした事

業化を推進する。 

⚫ 大枠の施策策定と現場の意見を勘案した

県全体での健康づくりが必要である。 

⚫ 保健所間でスタッフのコミュニケーショ

ンに格差があり、活用が不十分な保健所

も見受けられるため、個別の伝達等を行

っている。 

⚫ 保健所の統括保健師には、心理的安全性

を確保し、何でも話しやすい職場環境の

整備に努めるとともに、職場の雰囲気づ

くりを担う役割が求められる。 

⚫ 出力結果の活用は、対保健所に対して

日々の業務の大切さを伝える目的では、

事業課別に示す方がよさそうである。 

【研究者からのフィードバック】 

⚫ アセスメント項目の導入により、評価が

実施されるようになった。 

⚫ コーディネートや組織運営は堅実に行わ

れ、緊急時に生かす強みとして、今後さ

らに強化していく。 

⚫ 振り返り月報の結果と連動させ、保健師

が自ら考える力をつける必要がある。 

⚫ 若年層は「入力の負担感ゼロ」との意見

があり、世代間で本調査に対する捉え方

に差がある可能性がある。 

 

(2)自治体 B 

①  1 回目（9 月 27 日） 

【入力結果】 

⚫ 「その他」業務の入力が少ない。 

⚫ キャリアラダーA4 にアセスメント項目の

「不明」の割合が高い。 

⚫ 「必要度（重症度）」とラダーによる件数

や回数、時間などの支援について：低い

ラダーの保健師も高いラダーの者と同じ

くらい必要度高のケースをもち、かつ複

数回支援を行っている。 

⚫ 病院訪問：1 回あたりの時間が 3 時間前後

と長い。 

【統括保健師からの意見】 

⚫ A4 に不明の割合が高くなっているのは、

電話対応が多いからかもしれない。 

⚫ 重症度によって、ラダーを考慮した人材

配置をしていないことに起因しているの

ではないか。人材育成方針として、新規

採用後には保健センター、保健対策課（結

核、精神）など個別支援業務が多い部署

への配属を基本としている。虐待対応な

ど１年目ではスキル不足が課題となって

いる。新人でも、地区に必要度が高い方

がいれば、担当せざるを得ないのが現状。 

⚫ 地区別の業務量・時間数：肌感覚と合う。

訪問だけの実人数を地区別に見たい。 

⚫ 病院以外にも療育センターに出向き、保

護者と一緒に訓練する場合もあり、時間

を要している。 

【研究者からのフィードバック】 

⚫ 対応の難しい地区が可視化できる。手が

足りている部署から人をあてる等活用で

きるのではないか。 

⚫ 部署内相談時間のデータは増えていな

い。うまく機能していない可能性がある。

部署内相談の時間をとる等の工夫によっ

て、抱えている課題解決や効率的な活動

につなげることができる可能性がある。 

 

②  2 回目（11 月 7 日） 

【入力結果】 

⚫ データ入力は順調に行われている。 

⚫ 全体的な業務時間の傾向に著変なし。多

忙な部署も前回と同様。 

⚫ アセスメント項目：全体的に不明が多い

項目は近隣との関係性や生活環境に関す
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る項目。 

⚫ 月報のうち「支援必要度の高い事例が多

い・増えている」、「類似するニーズを抱

えた事例が集積している」の項目は 20％

を超えており、地区活動・事業化につな

げる必要がある課題が潜在している可能

性がある。 

⚫ 「その他」に該当する入力は少ない。組

織全体として、保健師が注力すべき個別

支援・地区活動・事業を実施できている

と見受けられる。 

【統括保健師からの意見】 

⚫ キャリアラダーA1 への業務分担する際の

課題が明確になった。個人によって得手

不得手もあるので、データを照らしあわ

せながら手厚く人材育成をしたい。 

⚫ 効率的に支援している人、記録に時間が

かかっている人が明確になったことは、

人材育成において重要だった。 

⚫ 精神保健福祉士 4 名と保健師 2 名が精神

業務を担っているため、全体的には母子

保健業務が中心となっている。 

⚫ 月報項目の「類似するニーズを抱えた事

例が集積している」に該当する事例は、

精神的な課題を抱えた母親の事例が挙げ

られる。 

⚫ 各部署の中間管理職は、自身の時間を使

って自己研鑽をしてきており、能力もあ

る。一方、若手は準備された研修を業務

内で受講するという姿勢であり、ジェネ

レーションギャップがある。若手のモチ

ベーションを上げつつ、育成していくに

はベテラン世代の変革も必要である。 

【研究者からのフィードバック】 

⚫ 若手は成長のプロセスにある。時代が変

わり、対応している個別事例の健康・生

活課題も複雑化・高度化しており、一昔

前よりも難しくなっている。データを見

ると若手も出来ている点が多くある。こ

れは日頃の中間管理職の指導の賜物であ

る。統括保健師がデータに基づいて、各

中間管理職によく出来ている点を評価・

フィードバックすることで、若手の美点

に目を向けやすくなる可能性がある。 

⚫ 個別支援で対応しきれる課題なのか、地

域または県としてシステム化して対応を

要する課題かを見極める必要がある。個

と集団のつながりや地区活動への展開を

考えるきっかけとして、月報の入力結果

を各部署のスタッフと共有・検討された

い。 

 

③  3 回目（1 月 21 日） 

【入力結果】 

⚫ 各保健師は、おおむね 700 時間の入力を

実施している。 

⚫ 病院訪問が多く、家庭訪問は 1 件あたり 1

～2 時間という傾向がある。 

⚫ キャリアラダーA1 では、他の階層に比べ

1 回あたりの訪問時間が短い傾向にある。 

⚫ 振り返り月報では、「類似するニーズを抱

えたケースが集まっている」が約 3割、「既

存の活動・制度では対応できない課題が

ある」が約 2 割を占める。 

⚫ 健康相談・保健指導が最も多い活動種別

であり、「その他」は 2.8％と極めて低い。 

【統括保健師からの意見】 

⚫ 職員配置・現任教育：バランスの取れた

配置が必要。A1 保健師が緊急対応してい

るため、中堅保健師の配属と現任教育強

化が求められる。ジョブローテーション

の導入が重要。 

⚫ 個別支援件数評価：個別支援件数が突出

している保健センターがある。支援基準

のばらつき検証と、支援ニーズの高い地

域として新たな取組が必要。 
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⚫ 保健活動の見直し：健康教育ツールの共

同作成と効率化が必要。 

⚫ 現任教育の強化：個別支援状況の可視化

により、訪問支援や情報収集能力の課題

が浮き彫りになっている。 

⚫ ラダー別の業務実態の結果は特に重要。

ラダーが低くても支援必要度が高い事例

を訪問している実態がある。 

⚫ 若手からは、「時計を意識するようになっ

た」「アセスメント力が足りないと気付い

た」「多角的な視点を獲得できた」との声

が寄せられている。 

【研究者からのフィードバック】 

⚫ 全期間を通して、「その他」業務が少なか

った。保健師として専門性を活かした活

動を展開できていることを実証できた。 

⚫ 人材育成は、一定程度機能していると考

えられる。 

⚫ 記録に時間がかかるのはアセスメントも

含むからではないか、新任期は事前の準

備の時間もそれなりにかかっており、そ

れも記録に含まれている可能性がある。 

 

(3)自治体 C 

①  1 回目（1 月 23 日） 

【入力結果】 

⚫ 概ね順調に入力されている。「その他」の

業務が多いのは、認定審査、医療安全、

医療介護、療養支援等であった。 

⚫ 個別支援は、各保健センターで 20～50％

を占めている。 

⚫ 保健師が担う業務のうち、優先度が高い

ものはトップが「事業・施策の企画立案・

評価」であった。保健センターは家庭訪

問等が上位にあり、部署毎に優先度が異

なっている。 

⚫ 訪問の 3 割以上、健康相談の約 5 割、コ

ーディネートは 4 割が「記録」となって

おり、「記録」に時間がかかっていること

がわかる。 

⚫ 3％は時間外として入力されていた。「コ

ーディネート個別」「事業の立案」「業務

連絡」などが多い。 

【統括保健師からの意見】 

⚫ 今回の結果で、「その他」が多い部署もあ

ったが、バランスよく仕事をしている点

もみられた。 

⚫ キャリアパスは作っているが、A4-5 レベ

ルで企画を行うので、他のラダーの者の

意識付けは低い可能性がある。 

 

②  2 回目（3 月 17 日） 

【入力結果】 

⚫ 「その他」の業務が極端に多くなってい

る部署は、「認定審査係」「医療介護係」「医

療安全係」であった。 

⚫ 優先度が高いものとして、保健センター

では「訪問」が目立ってきた。 

⚫ 入力内容別の活動種別のグラフでは、前

回と傾向に変化なし。 

⚫ 記録に要する時間：職位・ラダーが上が

るにつれて時間は短くなる。 

⚫ 業務の半分以上が高いと判断された業務

は「訪問」「相談」「健康診査」「地区祖域

活動」「人事管理」「予算管理」であった。 

【統括保健師からの意見】 

⚫ 「医療安全係」のその他業務が多くなっ

ている点は盲点だった。最近保健師が一

人配属されたので、どのような業務を 

「その他」につけたのかも含めて確認し

た上で、配置の必要性を検討したい。 

⚫ 保健センター間でも「その他」業務の占

める割合には差がある。特に庁舎の貸出

業務があるセンターは、施設管理に時間

がとられているのは理解できる。 

⚫ ラダーごとの結果が一番わかりやすい。
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技術向上・人材育成にも活用したい。 

⚫ 保健師が大事だと思っている業務に時間

を割くためには、どういう効率化が必要

なのかを議論する種にしたい。タイムマ

ネジメントは重要である。 

⚫ 研究参加者からのフィードバックは賛否

両論であった。肯定的な意見として、「業

務の可視化と把握ができた」「時間の使い

方への意識向上につながった」「業務効率

化を考えるきっかけになった」「日々の業

務を振り返る良い機会となり、課題を発

見するきっかけになった」との意見が寄

せられた。一方、否定的意見として、「手

書きに比べて時間がかかる」「まとめて入

力すると時間がかかる」「ログインが手間

である」という入力負担の負担感につい

て意見が寄せられた。 

 

分担研究 1-2 支援必要度判定項目による支援

対象者のアウトカム予測可能性の検証 

支援必要度と支援対象者のアウトカムデー

タを基に、支援対象者の状況推定を行うモデ

ル構築・評価した結果、正答率では Raw data 

学習は必要度判定・保健師主観の支援必要

度・在宅生活継続で優れ、死亡・入院・入所・

虐待・自傷・他害では SMOTE によるデータ拡

張が優れていた。一方、クラス間の偏りを示

す Kappa 係数や F-measure は、全般的にデー

タ拡張モデルの方が高く、必要支援度・在宅

生活継続を除き、最良モデルでは F-measure 

≥  0.8 を達成した。 

特徴量重要度では、Raw data と拡張データ

で重要視されるアセスメント項目や重み付け

に差があったが、データ拡張後の Random 

Forest・XGBoost ともに上位・下位指標は共

通しており、「ハイリスクの継続支援である」

「本人の問題認識・問題対処能力に課題があ

る」「家族の関係性に課題がある」「何らかの

サービス・制度を利用している」などが上位

に入った。この傾向は他のアウトカムでも確

認された。 

 

分担研究 2：活用ガイドの開発 

1) 統括保健師からの意見と班会議を踏まえ

た活用ガイドの修正 

【デザイン・全体の構成】 

⚫ PowerPoint のテンプレートからオリジナル

デザインに変更した。 

⚫ 保健師のシンボルフラワーである「撫子色」

を基調とした。 

⚫ ページ数および裏表紙を追加した。 

【主な内容の修正】 

⚫ 記載内容に合わせ、タイトルを「はじめに」

からガイドの「特長と使い方」に変更した。 

⚫ 活用マップ：内容の説明と該当のページ数

を追記した。マネジメントに示している 6

つの要素について、特に強調したい内容を

検討し並び替えた。「評価できる点・推進す

べき点」の 1 点目に人材の有効活用、配置

の工夫に活用可能であることを明記した。 

⚫ 図表の修正：レーダーチャートを追加し、

ラダー別・保健師別に不明が多い項目を可

視化できるように改善した。図の追加に合

わせて読み取り（例）を修正した。 

⚫ 「記録」にかかる時間に「アセスメント等、

思考・判断する時間」が含まれている可能

性を追記した。 

⚫ 「申請事務」について保健指導に該当する

内容が含まれている可能性を追記した。 

 

2) 日本公衆衛生看護学会ワークショップ

（令和 7 年 1 月 5 日）において収集した

意見 

 研究全体の概要、活用ガイド、昨年度のパイ

ロット調査協力自治体での活用や所感を発表し、

参加者と意見交換を行った。なお、令和 5 年度
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パイロット調査に協力を得た 1 自治体の統括保

健師から、保健師が難病等の申請事務に 2000

時間以上割いている実態を人事部門や DX 担当

課と共有し、新たに事務職 2 名の配置を実現し

たことや、健康教育の教材の共通化、新任期人

材育成に研究結果を活用した旨が報告された。 

【参加者から寄せられた期待】 

⚫ ラダーと連動して実態が見えると教育に活

用できる。 

⚫ 現状はデータ等を入力していても分析でき

ていないため、それが解決できる。 

⚫ 統括のマネジメントに役立てられる。 

⚫ シリアスなケースにどれだけの時間で対応

できたかが見えるとよい（危機対応の視点

から）。 

⚫ 国の活動領域調査とタッグを組めるよい。 

⚫ 個別支援の入力は災害時対応でも使えると

よい。 

⚫ 入力、振り返り、改善のサイクルを通常業

務の中で回すことが大事、回すためのツー

ルになる。 

⚫ 事例への対応を漏れなく行う、予防的に事

例を発掘できるようにすることが課題であ

り、それに活用できるとよい。 

【ICT ツール導入に向けた課題】 

⚫ 既に部署別にシステムが導入されている自

治体は、現行システムを変えることが難し

い。 

⚫ 予算の確保や、この仕組みの必要性を訴え

るためのデータをどう見せるかが課題であ

る。 

⚫ 入力の負担や手間が懸念される（入力の時

間帯や所要時間について質問あり）。 

【その他参加者から出された意見】 

⚫ 要フォロー者の支援システムは導入されて

いる自治体がある。 

⚫ アルゴリズムやアセスメント 21項目の作成

方法・経緯に関する質問が出た。 

 

3) 第 3 回班会議（令和 7 年 3 月 17 日） 

⚫ 前述したワークショップで得た意見を共有

した。 

⚫ 令和 6 年度の協力自治体の許可を得て、研

究成果をどのように活用したのかを示す具

体例の紹介ページを追加した。 

⚫ デザイン・色調について、ユニバーサルデ

ザインの観点から見やすさに配慮すること

とした。 

 

Ｄ.考察 

1) 分担研究 1 

 実証研究の結果、半年間にわたり研究参加

に同意した 134 人のうち 123 人が日々の保健

師活動を記録した。また、昨年度と同程度の

約 9 割以上の者がアルゴリズムの自動算定結

果を妥当と回答した。本結果は、昨年度に引

き続き、開発したアルゴリズムが一定の妥当

性を有することを示唆するものと考えられる。

これまで保健師の実践能力は、臨床経験を通

して段階的に発達すると考えられてきた 4)が、

アルゴリズムの判定に必要な各項目を若手保

健師が ICT を活用して日常的に入力すること

で、不足していた観点に自ずと気づくことが

できる可能性がある。このことは、限られた

人員で若手保健師の人材育成を推進しなけれ

ばならない市町村にとって、有意義と考えら

れる。 

 また本結果では、地区活動・事業化の必要

性判定で「類似するニーズの集積」について

4 割の者が「該当する」と回答した。日々の

保健師活動から地区活動や事業化へ展開する

ことは、これまでも重視されてきた 1)が、経

験則を通して発達するものと考えられてきた
4)。本結果は、ICT を活用することによって、

これまで習得や判断が難しかった地区活動・

事業化の必要性を、若手保健師も簡便に実施



14 

 

可能になったことが成果と考えられる。 

 一方、今年度の参加者からも入力負担に関

する意見が寄せられた。現場からの意見を踏

まえてユーザーインターフェース等の改善に

向けて最大限の努力をしたものの、入力負担

の劇的な改善にまでは至らなかった。本研究

では、個人情報保護の観点から、研究用 ICT

ツールと自治体の個別支援記録を連結するこ

とができなかった。実装に向けては、自治体

内の総務課や DX 課等の協力を得て、個別支援

記録と連動させ、入力負担軽減の工夫が必要

になると考えられる。 

 また、昨年度のパイロット調査の支援必要

度と支援対象者のアウトカムデータを基に、

支援対象者の状況推定を行うモデル構築・評

価した結果、Raw data 学習は多くのデータが

あった在宅生活継続について優れた結果を示

し、死亡・入院・入所・虐待・自傷・他害に

ついては SMOTE によるデータ拡張が優れてい

た。データの不均衡さが際立っている場合ほ

ど、データ拡張による Kappa 係数や F-measure

の向上が確認できたが、支援対象者のアウト

カムデータを蓄積した上で、さらなる検討が

必要である。また、今回はアルゴリズム判定

に必要な 21 項目のみで分類モデルを構築し

たため、精度向上のためには他の変数も考慮

する必要があると考えられる。 

さらに、Kappa 係数や F-measure が高いモ

デルでは、重要なアセスメント項目が共通し

ており、経験豊富な保健師からも違和感がな

いと評価された。データ拡張により少数ケー

スを補うことで、保健師の判断に近いモデル

を作れる可能性が示唆された。今回のアウト

カムデータの中には、死亡等の稀な者も含ま

れていたが、経験豊富な保健師は稀な状況に

ついてもうまく重みづけて判断している可能

性が考えられる。さらに、学習法が異なって

も大量のデータで訓練した場合、重要項目の

傾向が似ていたことから、今後アルゴリズム

判定項目がアウトカム予測に活用できる可能

性を示唆する知見と考えられる。 

 

2) 分担研究 2 

 班会議のメンバー、研究協力自治体の統括

保健師および日本公衆衛生看護学会の参加者

との議論をとおして、活用ガイドをより一層

現場で活用しやすいものとなるように改善し

た。特に、ユニバーサルデザインの観点から、

保健師のシンボルフラワーである撫子色を基

調としつつも、見やすさに配慮した点は意義

があると考えられる。活用ガイドのユーザー

は、主に統括保健師を想定していたが、ICT

ツール導入等の必要性を財政や人事担当課に

説明していく可能性を想定すると、デザイン

や色調には一層の配慮が必要と考えられる。

また、これらの視点は保健師活動の成果を住

民等に共有化していく際にも重要となるため、

研究期間中に修正できたことは意義がある。 

また、令和 5 年度のパイロット調査協力自

治体では、本成果を活用し、人員確保や業務

の効率化、人材育成につなげていることが確

認された。海外では、保健師活動が公衆衛生

や住民の健康アウトカムの向上に貢献したと

いう成果を出すことが求められている 17)。統

括保健師が活用ガイドを用いて、住民に対す

るより良いケアやサービス向上のために自治

体内外の関係者と協働することが必要と考え

られる。 

 

3) 本研究の限界と意義 

本研究の限界は四点ある。第一に、本研究は

ICT を活用した保健師活動の可視化や記録化

に対して熱意を有する自治体の一部の保健師

から得た結果である点に注意する必要がある。

このため、結果の一般化可能性は難しい。第

二に、多忙な業務の中で、毎日確実な入力が
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難しかった者が一定数存在する点である。ま

とめて入力したことで正確性に欠けるデータ

となった点は否めない。正確なデータ入力の

ためには、ウェアラブル装置や音声入力等を

活用し、保健師活動を自動的かつ効率的に記

録することが不可欠と考えられる。第三に個

人情報保護のため、ICT システムと個別支援

記録と連結できず、現場の入力負担が大きか

った点が挙げられる。実装段階では個別支援

の記録や国・都道府県への定例報告用の事業

実績、保健師活動領域調査等とリンクさせ、

データ入力の負担軽減に努める必要がある。

第四に、アルゴリズムの妥当性は一定程度検

証できたが、長期的なアウトカムとの関連は

十分に検討できなかった。NANDA16)やオマハシ

ステム 14)では、アウトカムをデータとして取

得できる設計となっており、ケアの質の改善

に活用している。将来研究では、死亡等のネ

ガティブなアウトカムも含めてデータ収集を

行い、アルゴリズムの判定結果をさらに精緻

化する必要があると考えられる。 

以上の限界はあるものの、本研究は統括保健

師が人材育成とマネジメントに活用可能な

ICT ツールと、出力結果を読み解き活用する

ための活用ガイドを開発した。これらは従前

の経験知に基づく統括保健師の人材育成・マ

ネジメントをデータドリブン化するものであ

り、効率的・効果的な保健師活動の推進の一

助となる点に意義がある。 

国際的には看護アセスメント 16)、介入 18)、

アウトカム 19)を連動させている。本研究で開

発したアルゴリズムをアセスメントの一部と

して活用し、介入として保健師活動領域調査
20)を、アウトカムとして個人や地域の保健医

療福祉統計、医療費・介護保険料に関するデ

ータ等を連動し、各都道府県・市町村がベン

チマーク可能な形で分析できる共通の仕組み

が必要と考えられる。 

都道府県本庁と保健所、都道府県と市町村の

統括保健師の緊密な連携が求められている 7)。

根拠に基づく医療や政策形成の重要性が指摘

されて久しいが、統括保健師がこれまで培っ

た経験則とデータを融合させ、住民の健康と

well-being の保持・増進のために効果的な人

材育成やマネジメントを行うことは不可欠と

考えられる。健康危機発生時には平時の何倍

もの速度で連携や意思決定が必要となること

を鑑みると、統括保健師は日常的に ICT を活

用し、データに基づく人材育成やマネジメン

トを行うことが重要であり、国はその後押し

をする必要があると考えられる。 

 

Ｅ.結論 

3か所の自治体における実証研究を実施し、

研究参加の同意を得られた 134 人のうち 123

人が改良した ICT 試作版ツールを用いて、半

年間で合計 3 万 1000 件のデータ入力を行っ

た。個別支援の入力は 8238 件であり、アルゴ

リズムの自動判定結果は、「妥当」が 7708 件

（93.6%）と大半を占めた。入力負担はあるも

のの、現場で活用可能な ICT ツールとアルゴ

リズムの妥当性検証を行うことができた。ま

た、統括保健師が出力結果を読み解き、活用

するための活用ガイドを開発した。統括保健

師からは、不明の多い保健師の業務確認、ア

セスメントや記録に関する人材育成上の課題

の明確化、各保健師・ラダー別、地区や部署

毎の活動実態や所要時間等を可視化できたと

の肯定的な意見を得た。一方、参加者からの

質問や意見に基づき、インターフェースの改

善を行ったが、データ入力の負担は十分に軽

減されず今後の課題として残った。 

これまで本庁の統括保健師が、分散配置さ

れている保健師活動等の実態をリアルタイム

で把握することは困難であったが、本研究で

開発された ICT ツールと活用ガイドの活用に
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よって実現可能性が示唆された。また、これ

らの開発によって、統括保健師の人材育成や

マネジメントが経験則型からデータドリブン

型に変化させ、効率的・効果的な保健活動の

推進の一助とする必要性が示唆された。 

 

謝辞 

 大変お忙しい中、本研究にご理解・ご協力

を賜りました全ての地方自治体の保健師と関

係者の皆様方に心から御礼申し上げます。 

 

引用文献 

1) 厚生労働省健康局長通知. 地域における保

健師の保健活動に関する指針. 平成 25年 4

月 19 日. 

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?data

Id=00tb9310&dataType=1&pageNo=1 [2025

年 4 月 1 日アクセス可能] 

2) Yoshioka-Maeda K, Matsumoto H, Honda C, 

Shiomi M, Taira K, Hosoya N, Sato M, 

Sumikawa Y, Fujii H, Miura T. New 

Web-Based System for Recording Public 

Health Nursing Practices and 

Determining Best Practices: Protocol of 

an Exploratory Sequential Design. JMIR 

Res Protoc. 2023 Jun 12;12:e45342. doi: 

10.2196/45342 

3) 日本公衆衛生協会分担事業者 横山徹爾. 

令和５年度地域保健総合推進事業「中堅期

保健師におけるプリセプター支援の方法

や 管理期に向けた人材育成体制の検討」 

報告書 令和６年３月. 

http://www.jpha.or.jp/sub/pdf/menu04_

2/menu04_2_r05_12.pdf [2025 年 3 月 25

日アクセス可能] 

4) Saeki K, Hirano M, Honda, Honda H, et al. 

Developing a comprehensive career 

development scale for public health 

nurses in Japan. Public Health Nursing 

2020; 37(1): 135– 143. 

5) 総務省. 自治体デジタル・トランスフォー

メーション（DX）推進計画【第 3.0 版】. 2024 

https://www.soumu.go.jp/main_content/

000944052.pdf [2025 年 3 月 25 日アクセス

可能]. 

6) 村嶋幸代. 「ICT 活用による保健師活動評

価手法開発事業」報告書.  2022. 

http://www.jpha.or.jp/sub/pdf/menu04_

2_r03_11.pdf （2025 年 4 月 1 日アクセス

可能）. 

7) 地域保健対策の推進に関する基本的な指

針（平成６年厚生省告示第 374 号）. 最終

改正令和 5 年 3 月 27 日厚生労働省告示第

86 号. 

https://www.mhlw.go.jp/chiikishokuiki

portal/provisions/pdf/provisions_pdf_

kihonshishin.pdf [2025 年 3 月 25 日アク

セス可能]. 

8) 吉岡京子. 令和 4(2022)年度厚生労働科学

研究費補助金 健康安全確保総合研究分野 

健康安全・危機管理対策総合研究. ICT を

用いた保健師活動アルゴリズム及び評価

手法の開発と統括保健師による人材育成

への活用. 

https://mhlw-grants.niph.go.jp/projec

t/166018 [2024 年 5 月 17 日アクセス可能] 

9) Cresswell, J. W., Plano Clarck, V. L. 

Core mixed methods designs. In: 

Cresswell, J. W., Plano Clarck, V. L., 

eds. Designing and conducting 

mixed-methods research. 3rd ed. Los 

Angeles; Sage; 2018: 51-99. 

10)吉岡京子, 塩見美抄, 細谷紀子, 他. ICT

を用いた保健師活動アルゴリズム及び評

価手法の開発と統括保健師による人材育

成への活用. 令和 5 年度厚生労働科学研究



17 

 

費補助金研究報告書 2024. 

https://mhlw-grants.niph.go.jp/projec

t/171845 （2024 年 12 月 11 日アクセス可

能） 

11)Chawla, N. V., Bowyer, K. W., Hall, L. 

O., & Kegelmeyer, W. P., SMOTE: 

synthetic minority over-sampling 

technique. Journal of Artificial 

Intelligence Research, 16:321-357, 

2002 

12)Agrawal, A., Viktor, H. L., & Paquet, E., 

SCUT: Multi-class imbalanced data 

classification using SMOTE and 

cluster-based undersampling. In 2015 

7Th international joint conference on 

knowledge discovery, knowledge 

engineering and knowledge management 

(IC3k), IEEE, 1:226-234, 2015 

13)Hassanzadeh, R., Farhadian, M., & 

Rafieemehr, H., Hospital mortality 

prediction in traumatic injuries 

patients: comparing different 

SMOTE-based machine learning 

algorithms. BMC Medical Research 

Methodology, 23(1):101, 2023 

14)Vinayak, R. K., & Gilad-Bachrach, R., 

Dart: Dropouts meet multiple additive 

regression trees. In Artificial 

Intelligence and Statistics, 38: 

489-497, 2015 

15)Kuhn, M. Building predictive models in 

R using the caret package. Journal of 

Statistical Software, 28(5):1-26, 2008 

16)Herdman, T. H., S. Kamitsuru , and C. T. 

Lopes. 2024. Nursing Diagnoses. 13th ed. 

Thieme Medical Publishers, Inc. 

(2024-2026). 

17)Canales MK, Drevdahl DJ. A Sisyphean 

task: Developing and revising public 

health nursing competencies. Public 

Health Nurs. 2022 Sep;39(5):1078-1088.  

18)Wagner CM, Butcher HK, Bulechek GM, 

Clarke MF. Nursing Interventions 

Classification (NIC) 8th ed. St. Louis, 

MO. Elsevier; 2023. 

19)Moorhead, S., E. Swanson , M. Johnson , 

and M. L. Maas. 2023. Classification of 

Nursing Outcomes Classification (NOC): 

Measurement of Health Outcomes. 7th ed. 

Elsevier. 

20)厚生労働省. 保健師活動領域調査：調査の

概要. 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/13

9-1a.html#mokuteki（2025 年 3 月 25 日ア

クセス可能） 

 

F．健康危険情報 

なし。 

 

G.研究発表 

1.論文発表 

Yoshioka-Maeda, K., Matsumoto, H., Honda, 

C., Taira, K., Hosoya, N., Sato, M., 

Iwasaki-Motegi, R., Sumikawa, Y., Fujii, 

H., Miura, T., Shiomi, M. Development of 

the essential individual care needs 

assessment tool for public health nurses. 

Public Health Nursing, 2025 Mar 13. 

 

2.学会発表 

1) 佐藤美樹,吉岡京子,塩見美沙,細谷紀子,

藤井仁,茂木りほ,松本博成,本田千可子,

角川由香,平和也. 統括保健師の人材育

成・人事管理に関する評価項目の検討. 

第27回日本地域看護学会学術集会 ,2024

年6月29日～30日.宮城県仙台市. 



18 

 

2) 吉岡京子, 塩見美抄, 松本博成, 本田千

可子,細谷紀子, 平和也, 佐藤美樹, 茂

木りほ, 角川由香, 三浦貴大, 藤井仁. 

保健師が個別支援必要度をアセスメント

するための項目の開発：第１報.第83回日

本公衆衛生学会総会, 2024年10月30日. 

札幌コンベンションセンター. 

3) 塩見美抄, 吉岡京子, 藤井仁, 細谷紀子,

 松本博成, 本田千可子, 平和也, 角川 

由香, 佐藤美樹, 茂木りほ, 三浦貴大. 

保健師が特別支援必要度をアセスメント

するための項目の開発 (第2報). 第83回

日本公衆衛生学会総会, 2024年10月30日.

 札幌コンベンションセンター. 

4) 細谷紀子, 吉岡京子, 塩見美抄, 松本博

成, 本田千可子, 佐藤美樹, 茂木りほ, 

平和也, 角川由香, 三浦貴大, 藤井仁.

データに基づく人材育成・マネジメント

を推進するための活用ガイド骨子の検討.

 第83回日本公衆衛生学会総会, 2024年1

0月30日. 札幌コンベンションセンター. 

5) 吉岡京子, 塩見美抄, 松本博成, 本田千

可子,細谷紀子, 平和也, 佐藤美樹, 茂

木りほ, 角川由香, 三浦貴大. 統括保健

師による人材育成とマネジメントに資す

るICT試作版ツールの開発：第1報. 日本

看護科学学会学術集会講演集44回, 2024

年12月7日, 熊本城ホール. 

6) 塩見美抄, 吉岡京子, 細谷紀子, 松本博

成, 本田千可子, 平 和也, 角川由香, 

佐藤美樹, 茂木りほ. ICTによる保健師

の地区活動・事業化の必要性判定と保健

師活動自己評価との関連. 日本看護科学

学会学術集会講演集 44回, 2024年12月7

日, 熊本城ホール. 

7) 吉岡京子，塩見美抄，細谷紀子，松本博

成，本田千可子，佐藤美樹，茂木りほ，

角川由香，山下久美，松下美穂子：統括

保健師による ICTを活用した根拠に基づ

く人材育成とマネジメントの実際, 第13

回日本公衆衛生看護学会学術集会ワーク

ショップ, 2025年1月5日, 名古屋市． 

8) Yoshioka-Maeda, K. Development of a 

Real-World Database System to Suppor

t Best Practices in Public Health Nu

rsing in Japan. 2024 14th Korea Univ

ersity College of Nursing Internatio

nal Conference. November 28, 2024, K

orea University, Seoul.(※招待講演)  

9) Yoshioka-Maeda, K., Matsumoto, H., H

onda, C., Hosoya, N., Fujii, H., Tai

ra, K., Sato, M, Iwasaki-Motegi, R.,

 Sumikawa, Y., Miura, T., Shiomi, M.

 Association between public health n

urses’ assessments and individual-ca

re refusal in communities. 28th East

 Asian Forum of Nursing Scholars. Fe

b 13-14, 2025. Seoul, The Republic o

f Korea. 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1.特許取得 

なし。 

2 実用新案登録 

なし。 

3.その他 

なし。 

 

 



19 

 

図 1 保健師活動記録システムの活用方法の概念図 

 

 

図 2-1 保健師活動記録システムの構成図（自治体 A・B） 
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図 2-2 保健師活動記録システムの構成図（自治体 C） 

 

 

図 3 保健師活動記録システムのダッシュボード出力（例 1：活動種別の時間集計） 
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図4 保健師活動記録システムのダッシュボード出力（例2：アセスメント項目の不明割合）

 

                                                        

図 5 保健師活動記録システムのダッシュボード出力（例 3：部署別の業務時間・支援件数） 
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令和６年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

 （分担）研究報告書 

 

 保健師活動必要度判定アルゴリズムを搭載した ICT ツールの 

保健師人材育成への活用に関する実証研究 

 

分担研究者 塩見美抄 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻 准教授 

研究代表者 吉岡京子 東京大学大学院医学系研究科健康科学・看護学専攻 准教授 

分担研究者 細谷紀子 千葉県立保健医療大学健康科学部看護学科 准教授 

分担研究者 佐藤美樹 国立保健医療科学院生涯健康研究部 上席主任研究官 

分担研究者 三浦貴大 国立研究開発法人産業技術総合研究所人間拡張研究センター  

                    共創場デザイン研究チーム 上級主任研究員 

分担研究者 藤井仁  目白大学看護学部看護学科 教授 

 

研究要旨 

本研究の目的は、前年度作成した試作版 ICT ツールの保健師人材育成・マネジメントへ

の活用可能性を、複数の自治体において実証することである。実証フィールドは、都道府

県の自治体 A と中核市の自治体 B、C の３ヶ所であった。自治体 A と B では 2024 年 8 月 1

日〜12 月 31 日の 5 ヶ月間、自治体 C では、2024 年 12 月 1 日〜2025 年 2 月 28 日の 3 ヶ

月間、所属保健師による ICT ツールへの活動実績の入力を行なった。 

結果、ICT ツールによって、キャリアラダー別の保健師人材育成上の課題が可視化され

ると共に、部署別、領域別、地域別に業務負荷の差があることも明らかになった。統括保

健師は、ICT ツールが示した結果を基に、課題に対応する研修の企画や業務負担の格差に

関する部署内外での検討の促しを行っていた。 

ICT ツールは、統括保健師の感覚的課題認識に対し、定量的に可視化された根拠を提示

するものであり、統括保健師による人材育成やマネジメントをサポートできることが検証

された。 

 

研究協力者 

松本 珠美 公益社団法人日本看護協会 

常任理事 

山下久美  兵庫県北播磨県民局加東健康福祉事
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松下美穂子 杉並区子ども家庭部兼保健福祉部地

域保健調整担当課長事務取扱  

宇井 教恵 千葉県横芝光町健康子ども課 

健康づくり班 主幹 

茂木 りほ 国立保健医療科学院生涯健康 

研究部 主任研究官 

 

本田 千可子 東京大学大学院医学系研究科 

健康科学・看護学専攻地域看護学分野 助教 

松本 博成 東京大学大学院医学系研究科 
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健康科学・看護学専攻高齢者在宅長期ケア看護

学分野 助教 
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Ａ.研究目的 

 当研究班では、統括保健師による保健師の人材

育成に資する ICT ツールの開発に取り組んできた。

この ICT ツールは、保健師が活動内容と活動時間

を日毎に記録することで、保健師活動実態を保健

師別・地域別・所属別・キャリアラダー別等に瞬

時に可視化し、人材育成課題を明確化しやすくす

るものである。加えて、保健師が個別支援した事

例について、必要度を高・中・低で判定するアル

ゴリズムや、地区活動・事業化の必要性を示すた

めの月毎のチェック項目を搭載している。前年度

は、ICT ツール試作版について、３自治体でのパ

イロット研究を実施し、アルゴリズム判定の妥当

性と ICT の実用性が明らかになった。 

 そこで、本研究の目的は、試作版 ICT ツールの

保健師人材育成・マネジメントへの活用可能性を、

複数の自治体において実証することである。  

 

Ｂ.研究方法 

１）実証フィールドとの調整 

 実証研究フィールドとなる、自治体 A（都道府

県）、自治体 B（中核市）、自治体 C（中核市）の

統括保健師と、ICT ツールの使用時期・期間、対

象となる保健師の範囲、入力項目やダッシュボー

ドの追加・改変希望、ICT ツールの利用環境等に

ついて、オンライン会議や E メールを通じて話し

合った。話し合いの内容から、各自治体の保健師

人材育成・マネジメントにおける課題や ICT ツー

ルの改良点を明らかにした。 

 

２）事前説明会の開催 

 研究フィールドにおいて ICT ツールへの入力を

実施する保健師を対象に、ツールの利用方法に関

する事前説明会を実施した。自治体 A と自治体 B

は合同で実施し、開催日は、7 月 22 日、23 日で

あった。自治体 C は 11 月 20 日、21 日であった。 

参加した保健師から得られた質問や意見をも

とに、要検討事項や ICT ツールの修正事項を明ら

かにした。 

 

３）ICT ツールの実証 

 自治体 A の全保健所保健師及び自治体 B の全保

健センター・保健所保健師による、ICT ツールの

実証を行った。実証期間は、8 月 1 日〜12 月 31

日までの 5 ヶ月で、期間中 2 ヶ月に 1 回（9 月、

11 月、1 月）統括保健師との振り返り会を実施し

た。 

 ICT ツールのダッシュボード及び振り返り会で

統括保健師から得られた意見を元に、ICT ツール

の活用可能性を検討した。 

 自治体 C では、全部署の保健師による ICT ツー

ルの実証を行った。実証期間は 12 月 1 日〜2 月

28 日までの 3 ヶ月で、2 回（1 月、3 月）統括保

健師との振り返り会を実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・医学

部倫理委員会の承認を得て実施した（審査番号

2022114NI-(2)、承認日 2022 年 11 月 10 日、審査

番号 2023056NI -(1)承認日 2024 年 6 月 6 日）。 

 

Ｃ.研究結果 

１）ICT ツールの調整結果 

（１）自治体 A 

 4月 19日に統括保健師と本庁担当者と打ち合わせ

を実施した。以下の４項目について追加を希望され

た。 

・移動時間、部署内相談の設定 

・活動種別に「ケース相談（指導含む）」の設定  

・感染症部署による「治療中」「管理中」「接触者」 

・「担当外」の場合の入力 

 また、ダッシュボードのカスタマイズとして、以

下の３点の改修をした。 

・個別支援で直接対応が 0 分の場合、延件数の集計

から除外。 

・必要度判定「高」のケースにおける各アセスメン
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ト項目の該当割合のグラフを追加。 

・支援内訳時間にラダー別、必要度別のグラフを追

加。 

（２）自治体 B 

5 月 9 日、6 月 5 日に、統括保健師と打ち合わせを行

った。市独自の保健師活動報告の項目として、感染

症、精神保健詳細（社会復帰、アルコール、その他

等）、心身障害（39 歳未満、40 歳以上）を計上した

いとの希望があった。このため、「〇〇詳細」項目（感

染症詳細、精神詳細、健康増進詳細、母子詳細、難

病詳細）と「対人活動種別」項目の選択肢をカスタ

マイズすることとした。 

（３）自治体 C 

7 月 10 日の打ち合わせにおいて、現状では活動領

域調査項目に関する基礎的な月報集計等も行ってい

ないことから、まずは活動領域調査項目の集計に重

点を置くために、より簡略化した入力を行うことと

した。その後、10 月 3 日、10 月 29 日に打ち合わせ

を行い、システム・項目構成を決定した。また、必

要度のアルゴリズムは使用せず、入力者が主観的判

断で低・中・高を入力することになった。「その他の

業務」の入力内容について取り決めを行った。ダッ

シュボードは、以下の構成にすることになった。  

・保健師業務と保健師業務ではない業務の割合を部

署ごとに表示するグラフ 

・保健師が担う業務の優先度が高いものが何の業務

か分かるように部署ごとに表示するグラフ  

・入力内容別・活動種別の実施時間を表示するグラ

フ 

・部署ごとに時間外の活動種別の割合を表示するグ

ラフ 

・職位またはラダーごとの個別支援において記録に

係る時間を表示するグラフ 

 

２）ICT ツール利用前の人材育成・マネジメントの

課題 

（１）自治体 A 

統括保健師は、個別支援を苦手とする若手保健師の

人材育成を推進するため、本研究に参加することに

より、①アセスメント力の強化、②日常的な保健活

動の振り返り、③上司とのコミュニケーションツー

ルとしての活用を考えていた。また、本庁から各保

健所の実態把握にも活用可能と考えていた。  

統括保健師が、各保健所から人材育成上の課題を取

りまとめ、以下について共有された。 

・指導者不足：新人が多い反面中堅期が不足してい

る。毎年新人が来るので 2 年目には独り立ちが求め

られる。など 

・個別支援ケースへの対応に関する懸念：家庭訪問

活動が少ない。経験を積んでも不安を抱えている。

など 

・業務の進捗管理が困難 

・社会人としての基本姿勢の課題 

（２）自治体 B 

統括保健師は、①部署ごとの保健師活動の振り返

り・改善に活用できる基礎資料の作成及び評価を行

う、②分散配置に課題があるため、配置部署（キャ

リアパス）を含めた意見提言を行いたい。③保健師

活動の目的・課題の明確化および事業内容の再構築

を進めたいとの意図を持っていた。また、本調査結

果を活用し、人材育成方針（令和 6 年度）を策定予

定である。 

統括保健師が、各保健所から人材育成上の課題を

取りまとめ、以下について共有された。 

・保健師活動への意識の共有化の難しさ 

・個別支援の課題：支援方法を電話相談にする妥当

性が不明。個別事例の報告相談体制がない。など  

・地区活動の課題：地区活動の地域差が不明確 

・業務の見えにくさ・偏り：保健センター業務の大

変さの中身が不明確。領域の客観的な違いが不明。

など 

（３）自治体 C 

統括保健師は、保健師の退職率が 5%以上と増加

傾向であることと、特に新任期・中堅期の退職が

増加しているため、モチベーションの上がるよう

な人材育成が必要と考えていた。現在、保健師人
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材育成指針（キャリアラダーを含む）を策定中で

ある。分散配置が進む中で、保健師の行うべきコ

アな業務を整理し、限られた人数で効果的な人員

配置の検討が必要と考えていた。また、本庁から

各保健所の実態を把握するためにも本研究の結

果を活用可能と考えていた。当初、統括保健師は、

スタッフの個別支援のアセスメント強化に重き

を置いていた。 

統括保健師が、各保健所から人材育成上の課題

を取りまとめ、以下について共有された。  

・主任技師後期から主査前期の保健師が少ない：新

任期をサポートする年代が少なく、主査や係長の負

担が大きい 

・管理期保健師が少ない：組織横断的な連携や俯瞰

的な視点をもって進められる立場の保健師が少なく、

活動推進力が弱い 

・分散配置が進んでいる：保健師の業務整理（コア・

ノンコア）が必要 

 

３）事前説明会 

 自治体 A・自治体 B 合同説明会には、ICT ツールへ

の入力を行う保健師が参加した。説明後、以下の質

問が出された。これを受けて、システムを 1 点改修

した。 

・妊娠期から支援している場合にはどう入力するか 

・きょうだいが複数人いる場合はどう入力するか  

・別の担当者がいる場合、一時的に支援した場合は

どのように入力するか。 

・電話相談匿名の場合は、どうするか。  

・１日中申請事務当番の場合、どう入力するか？→

「申請事務」として入力するようシステム改修  

・個別支援を全く担当していないが、どのように入

力すればよいか？ 

 自治体 C では以下の質問が出された。これを受け

て、システムを 1 点改修した。 

・新規・継続の判断は月単位でよいか？  

・訪問の移動時間はどこに記録すればよいか？  

・時間内・時間外にまたがる業務は別々に入力すべ

きか？  

・優先度はどのように判断するか？緊急度との違い

は？  

・後輩と訪問した場合、人材育成か個別支援か？  

・新人指導しながら他の業務を行う場合、どのよう

に記録するか？ 

 

４）ICT ツールの実証結果 

（１）自治体 A 

ICT ツールに入力をした保健師は 50 名で、キャリ

アラダー別人数は、A1 が 15 名、A2 が 6 名、A3 が 11

名、A4 が 7 名、A5 が 11 名であった。 

 保健師活動項目と時間を集計した結果、入力され

た総時間数は 37,431 時間で、その内個別支援は

8.85％、地区活動・事業は 36.84％で、合計しても

総時間の半分に満たなかった。詳細を見ると、最も

時間数が多かったのが「業務連絡・事務」5591 時間

であり、次いで「申請事務」5345 時間であった。入

力時間の月平均は、保健所によってばらつきがみら

れた。 

 個別支援の入力総件数は、2638 件であり、アルゴ

リズムによる必要度判定内訳は、低が 78.1％、中が

16.0％、高が 5.9％であった。キャリアラダー別に

必要度をみると、A1 では、必要度の高低に関係なく

1 事例に平均 76.5 分を費やしていたのに対し、A5

では、必要度が低の事例には平均 33.3 分、高の事例

には平均 122.4 分と明らかな違いがあった。また、

A1・A2 では、アセスメント項目に「不明」が多かっ

た。地域別に見ると、一部市町で必要度高の件数が

突出して多かった。分野別では、精神保健と難病保

健で個別支援の実人数が多く、必要度高の事例は精

神保健に集中していた。 

 月毎の評価結果では、入力期間全体を通して地区

活動・事業化を必要とするチェック項目のいずれも

「該当」がわずかだった。 

 9 月、11 月、1 月の 3 回、統括保健師や本庁保健

師と振り返り会を開催した。入力データの集計結果

を共有した後、統括保健師等から以下の意見がえら
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れた。 

〈第 1 回〉 

・  キャリアラダーA2 はコロナ採用で業務経験が不

足しており、人材育成上の課題として次回会合

で意見交換予定である。 

・  「その他」の多さは、10 分未満の来所対応記録

の手間が影響している可能性がある。 

・  市町村との協働状況をラダー別に表示すると有

用である。 

・  アセスメントの「不明」は、緊急対応などの影

響で必然的に発生する場合がある。 

・  個人データの活用により、保健師個々の支援・

育成にも活かせる。 

・  A1 では重いケースへの訪問割合が低く、育成強

化が必要である。 

〈第 2 回〉 

・  キャリアラダーA1 は、取りまとめや振り返り、

事前準備も記録に含まれるため記録時間が長い。 

・  衛生管理業務や医療相談が「その他」に入力さ

れており、医療相談は個別支援として入力すべ

きか検討する必要がある。 

・  精神の事例は精神保健福祉士、結核・感染症の

場合はレントゲン技師と複数担当しており、未

熟な保健師と同行する際には他職種がアセスメ

ントを補足している。A2 は独り立ちして対応す

べきである。 

〈第 3 回〉 

・  記録に関する課題が明確となり、既に研修を計

画している。 

・  個別支援の件数が少ないことが判明したため、

次年度の研修に反映し、個別支援から地区活動、

地区の強みを生かした事業化を推進する。 

・  大枠の施策策定と現場の意見を勘案した県全体

での健康づくりが必要である。 

・  保健所間でスタッフのコミュニケーションに格

差があり、活用が不十分な保健所も見受けられ

るため、個別の伝達等を行っている。 

・  保健所の統括保健師には、心理的安全性を確保

し、何でも話しやすい職場環境の整備に努める

とともに、職場の雰囲気づくりを担う役割が求

められる。 

・  出力結果の活用は、対保健所に対して日々の業

務の大切さを伝える目的では、事業課別に示す

方がよさそうである。 

 

（２）自治体 B 

ICT ツールに入力をした保健師は 23 名で、キャリア

ラダー別人数は、A1 が 9 名、A2 が 5 名、A3 が 6 名、

A4 が 3 名であり、A5 はいなかった。 

保健師活動項目と時間を集計した結果、入力され

た総時間数は 15775 時間で、その内個別支援は

35.35％、地区活動・事業は 44.19％を占めた。業務

内容の詳細では、時間数が多い順に「健康相談・保

健指導」2789 時間、「健康診査」2407 時間、「コーデ

ィネート（個別）」2136 時間であった。入力時間の

月平均・内訳共に、部署によってばらつきがあり、

感染症担当課は「その他」の時間数が他よりも多か

った。 

個別支援の入力総件数は、5615 件であり、アルゴ

リズムによる必要度判定内訳は、低が 44.0％、中が

36.8％、高が 19.2％であった。キャリアラダー別に

必要度の結果をみると、A1～A4 に共通して必要度

低・中・高と事例数が減る傾向にあり、特に A1 にお

いて必要度低の事例数が多かった。 

事例あたりの支援回数は、必要度が高い程増える傾

向にあったが、A1 では必要度高の事例に平均 7.1 回

と顕著に多かった。アセスメント項目に「不明」と

チェックした割合は、A1 よりも A2・A3 で多い傾向

があった。地区別に見ると、一部地区で必要度高の

件数が突出して多かった。分野別では、保健センタ

ーが精神保健や感染症担当課よりも個別支援の実人

数が多く、中でも１つの保健センターでは個別支援

の実人数、必要度高の発生数共に他よりも高かった。 

月毎の評価結果では、「類似するニーズを抱えた事

例が集積している」「既存の活動・制度では対応でき

ない課題がある」「必要度の高い事例が多い・増えて
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いる」「支援せずに放置した場合、周囲に深刻な影響

が及ぶ」「問題に対応するための資源・サービスがな

い」を該当とチェックした割合が 20％を超えた。 

自治体 A と同日に 3 回、統括保健師や本庁保健師

と振り返り会を開催した。入力データの集計結果を

共有した後、統括保健師等から以下の意見がえられ

た。 

〈第 1 回〉 

・  A4 に不明の割合が高くなっているのは、電話対

応が多いからかもしれない。 

・  重症度によって、ラダーを考慮した人材配置を

していないことに起因しているのではないか。

人材育成方針として、新規採用後には保健セン

ター、保健対策課（結核、精神）など個別支援

業務が多い部署への配属を基本としている。虐

待対応など１年目ではスキル不足が課題となっ

ている。新人でも、地区に必要度が高い方がい

れば持たざるを得ないのが現状。 

・  地区別の業務量・時間数：肌感覚と合う。訪問

だけの実人数を地区別に見たい。 

・  病院以外にも療育センターに出向き、保護者と

一緒に訓練する場合もあり、時間を要している。 

〈第 2 回〉 

・  キャリアラダーA1 への業務分担する際の課題が

明確になった。個人によって得手不得手もある

ので、データを照らしあわせながら手厚く人材

育成をしたい。 

・  効率的に支援している人、記録に時間がかかっ

ている人が明確になったことは、人材育成にお

いて重要だった。 

・  精神保健福祉士 4 名と保健師 2 名が精神業務を

担っているため、全体的には母子保健業務が中

心となっている。 

・  月報項目の「類似するニーズを抱えた事例が集

積している」に該当する事例は、精神的な課題

を抱えた母親の事例が挙げられる。 

・  各部署の中間管理職は、自身の時間を使って自

己研鑽をしてきており、能力もある。一方、若

手は準備された研修を業務内で受講するという

姿勢であり、ジェネレーションギャップがある。

若手のモチベーションを上げつつ、育成してい

くにはベテラン世代の変革も必要である。 

〈第 3 回〉 

・  職員配置・現任教育：バランスの取れた配置が

必要。A1 保健師が緊急対応しているため、中堅

保健師の配属と現任教育強化が求められる。ジ

ョブローテーションの導入が重要。 

・  個別支援件数評価：個別支援件数が突出してい

る保健センターがある。支援基準のばらつき検

証と、支援ニーズの高い地域として新たな取組

が必要。 

・  保健活動の見直し：健康教育ツールの共同作成

と効率化が必要。 

・  現任教育の強化：個別支援状況の可視化により、

訪問支援や情報収集能力の課題が浮き彫りにな

っている。 

・  ラダー別の業務実態の結果は特に重要。ラダー

が低くても支援必要度が高い事例を訪問してい

る実態がある。 

・  若手からは、「時計を意識するようになった」「ア

セスメント力が足りないと気付いた」「多角的な

視点を獲得できた」との声が寄せられている。  

 

（３）自治体Ｃ 

ICT ツールに入力をした保健師（研究参加同意あ

り）は 50 名で、キャリアラダー別人数は、A1 が 9

名、A2 が 11 名、A3 が 4 名、A4 が 12 名であり、A5

が 14 名であった。 

保健師活動項目と時間を集計した結果、入力され

た総時間数は 16,839 時間（年休・時間休除く）で、

その内、個別支援は 24.32％、地区活動・事業は

67.65％、その他は 8.03%を占めた（※自治体 C の集

計項目の分類は自治体 A・B と異なる）。業務内容の

詳細では、時間数が多い順に「12 業務管理・組織運

営管理」2,194 時間、「04 コーディネート（個別）」

2,067 時間、「26 業務連絡・事務」1,666 時間であっ
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た。また、時間内の業務時間は 94.6%、時間外の業

務時間が 4.3%を占めた。 

個別支援のうち、優先度が「低」、「中」、「高」と

されたものはそれぞれ 11.4%、37.9%、36.6%であっ

た。地区活動・事業のうち、優先度が「低」、「中」、

「高」とされたものはそれぞれ 9.2%、47.8%、35.8%

であった。部署によって業務時間の内訳は異なり、

「その他」の業務や優先度「低」とされた業務の時

間が 3 割を超える課が存在した。 

1 月、3 月の 2 回、統括保健師や本庁保健師と振り

返り会を開催した。入力データの集計結果を共有し

た後、統括保健師等から以下の意見がえられた。  

〈第 1 回〉 

・事務職を補填する形で保健師が配属されている係

では、「その他」の業務 90％以上ということでデ

ータの裏付けがとれた。保健師が配属されなくて

よいところに配属され、保健師業務でないことを

やっているのではと考えていた。 

・業務の優先度について、例えば健康危機管理など

A4-5 レベルで企画をしてしまうのでそれ以外の

ラダーで優先度が下がってしまっている可能性が

あるが、どのレベルであっても備えは必要なので、

普段からの意識付けが必要である。 

＜第 2 回＞ 

・ラダーごとに業務時間を比較した結果が一番わか

りやすい。人材育成に活用したい。 

・その部署に保健師がいることの必要性について、

現状の客観的なデータを共有して庁内で議論して

いく事が必要だろう。 

・自分たちが大事だと思っている業務に時間をさく

ためには、どういう効率化が必要なのか、という

議論の材料にすることができる。 

 

 

Ｄ.考察 

 ３自治体の統括保健師は、試作版 ICT ツールに

よって示された保健師の活動実態と属性別の差

異を、従前より感じていた人材育成や人員配置上

の課題に照らしながら納得する反応を示してい

た。ICT ツールは、統括保健師の感覚的な課題認

識に対し、定量的に可視化された根拠を提示する

ことに役立っていたと言える。特に、必要度を考

慮した活動実態のラダー別・地域別等の違いや、

「その他」業務の内訳と部署別差異など、これま

で定量化されることのなかった実態が、ICT ツー

ルによって可視化できたと言える。 

 根拠が示されたことによって、統括保健師はラ

ダーごとの課題に応じた研修会の企画や、部署内

外における保健師業務整理・負担格差に関する議

論の促しを行うことができていた。これらの結果

から、ICT ツールは統括保健師の人材育成やマネ

ジメントをサポートできることが示唆された。 

 実証フィールドは都道府県型保健所と中核市

であったが、いずれの自治体においても ICT ツー

ルを数ヶ月にわたって利用することができてお

り、それぞれの肌感覚と相違のない実態の可視化

や課題の明確化が出来ていた。ICT ツールは自治

体の種類を限定せず利用可能であると言える。 

 加えて、ICT ツールへの入力を行った保健師た

ちは、自身の活動時間に意識を向けるようになる

と共に、アルゴリズム判定項目のチェックを通じ

て自身の事例アセスメントの課題に気づくこと

ができていた。ICT ツールは、保健師個々の自己

成長の促進にも活きる可能性が示唆された。  

一方、ICT ツールへの入力負担が大きかったこ

とも事実である。本実証は、研究段階のため、個

人情報保護の観点から事例の基本情報や記録と

ICT ツールを連携させることができず、入力する

保健師に事例登録の負担が生じた。実装段階では

LGWAN とリンクさせることで、ICT ツールへの入

力時間を削減できる可能性がある。そうなれば、

実装性がさらに高まることが期待できる。 

本研究の限界として、実証フィールドが中核市

以上の規模の自治体であったことから、小規模な

自治体に導入する場合に起きる問題やその対処

法については不明なままである。今後、本 ICT ツ
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ールの普及を図る中で、小規模自治体の実態に即

した改修等を行っていきたい。 

また、本実証研究では、ツールの利用期間の妥

当性については検証できていない。本研究では、

連続する 3 ヶ月間または 5 ヶ月間の入力を行って

もらったが、1 ヶ月間を 3 時点で収集し比較する

などのアレンジの可能性もある。今後、ICT ツー

ルの使徒と有用性を考慮した場合に推奨される

入力時期や入力期間について、検証を続ける必要

がある。 

 

Ｅ.結論 

保健師活動の必要度判定アルゴリズムを搭載し保

健師の活動項目と時間を計上する ICT ツールの活用

可能性を明らかにするため、３自治体においてツー

ルの実証研究を実施した。 

その結果、ICT ツールによって、キャリアラダー

別の保健師人材育成上の課題が可視化されると共に、

部署別、領域別、地域別に業務負荷の差があること

も明らかになった。統括保健師は、ICT ツールが示

した結果を基に、課題に対応する研修の企画や業務

負担の格差に関する部署内外での検討の促しを行っ

ていた。 

ICT ツールは、統括保健師の感覚的課題認識に対

し、定量的に可視化された根拠を提示するものであ

り、統括保健師による人材育成やマネジメントをサ

ポートできることが検証された。 
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令和６年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）  
 （分担）研究報告書 

 

「データに基づく人材育成・マネジメント推進活用ガイド」の開発  

 

分担研究者  細谷紀子  千葉県立保健医療大学健康科学部看護学科  准教授  

研究代表者  吉岡京子  東京大学大学院医学系研究科健康科学・看護学専攻  准教授  

分担研究者  塩見美抄  京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻  准教授  

分担研究者  佐藤美樹  国立保健医療科学院生涯健康研究部  上席主任研究官  

分担研究者  三浦貴大  国立研究開発法人産業技術総合研究所人間拡張研究センター  

                    共創場デザイン研究チーム  上級主任研究員 

分担研究者  藤井仁   目白大学看護学部看護学科  教授  

 

研究要旨  

本研究の目的は、昨年度、骨子を検討した「データに基づく人材育成・マネジ

メント推進活用ガイド（以下、活用ガイド）」案に改良を重ね、活用ガイドを完成

させることである。  

方法は、以下の 3 段階の検討によりガイド案の改良を行った。１）改良版 ICT

システムの実証研究における統括保健師等との意見交換、２）第 13 回日本公衆衛

生看護学会学術集会ワークショップによる意見聴取、３）研究班会議における最

終検討である。  

結果として、A4 判 12 ページからなる活用ガイドを完成させた。活用ガイドに

は、令和 5 年度のパイロット調査協力自治体における実際の活用例として、人材

育成やマネジメントへの効果を追加して掲載した。また、活用ガイドはユニバー

サルデザインの観点から、保健師のシンボルフラワーである撫子色を基調としつ

つも、色調の見やすさに配慮したものとした。  

2 年間の議論を重ね、現場でより一層活用できる構成や文言、デザインを改良し

たガイドを完成させることができた。本活用ガイドは従前の経験知に基づく統括

保健師の人材育成・マネジメントをデータドリブン化するものであり、効率的・

効果的な保健師活動の推進の一助となる点に意義がある。  

 

研究協力者  

松本  珠美  公益社団法人日本看護協会  

常任理事  

山下久美   兵庫県北播磨県民局加東健康福祉

事務所 参事  

松下美穂子  杉並区子ども家庭部兼保健福祉

部地域保健調整担当課長事務取扱  

宇井  教恵  千葉県横芝光町健康子ども課  

健康づくり班  主幹  

 

茂木  りほ  国立保健医療科学院生涯健康  

研究部  主任研究官  

本田  千可子  東京大学大学院医学系研究科  

健康科学・看護学専攻地域看護学分野  助教  

松本  博成  東京大学大学院医学系研究科  

健康科学・看護学専攻地域看護学分野  助教  

平  和也  京都大学大学院医学研究科  

人間健康科学系専攻地域健康創造看護学  

助教  
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角川  由香  東京大学大学院医学系研究科  

健康科学・看護学専攻高齢者在宅長期ケア

看護学分野  助教  

 

Ａ .研究目的  

統括的な役割を担う保健師（以下、統括保

健師）は、保健師の保健活動を組織横断的に

総合調整および推進し、技術および専門的側

面から指導する役割を担うことが期待され

ている 1)。しかし、統括保健師が各保健師の

能力評価や保健師活動の実態をリアルタイ

ムで共有するための ICT ツールは不足してお

り 2)、従来の人材育成は統括保健師や管理職

の経験知に依存してきた。本研究班では、昨

年度までの研究において、統括保健師による

組織横断的な保健師活動と人材育成の推進

に資するための ICT 試作版システムを開発し、

同システムの出力データを基に人材育成や

マネジメントを推進するための活用ガイド

案を作成した。  

今年度は、改良版 ICT システムによる実証

研究の結果および統括保健師との意見交換

等を踏まえ、昨年度の活用ガイド案を改良し、

統括保健師がデータに基づく人材育成やマ

ネジメントを推進するための活用ガイド（以

下、活用ガイド）を開発することを目的とす

る。  

 

Ｂ .研究方法  

 以下の 3 段階の検討により活用ガイドを改良

した。  

1．改良版 ICT システムの実証研究の結果および

統括保健師等との意見交換 

改良版 ICT システムの実証研究における「ダ

ッシュボードの出力データ」と「データ入力開

始後の振り返り」時の統括保健師等の意見によ

り、活用ガイド案の追加修正を行い、活用ガイ

ド案（Ver.2）を作成した。 

2．第 13 回日本公衆衛生看護学会学術集会ワー

クショップによる意見聴取 

活用ガイド案（Ver.2）について第 2 回研究

班会議（令和 6 年 12 月 23 日開催）にて検討・

修正を重ねた上で、第 13 回日本公衆衛生看護学

会学術集会ワークショップにおいて発表し、期

待や導入における課題について意見聴取した。

また、同ワークショップにおいて令和５年度の

パイロット調査実施自治体における「統括保健

師による ICT を活用した根拠に基づく人材育成

とマネジメントの実際」について情報収集を行

った。 

3．研究班会議における最終検討 

方法 2 を経てさらに追加修正した活用ガイド

について研究班メンバーに意見を求め、最終案

を作成した。 

最終案について研究班会議での検討・修正を

経て、活用ガイドを完成させた。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・

医学部倫理委員会の承認を得て実施した（審

査番号 2022114NI-(2)、承認日 2022 年 11 月

10 日、審査番号 2023056NI -(1)承認日 2024

年 6 月 6 日）。 

 

Ｃ .研究結果  

1．改良版 ICT システムの実証研究の結果お

よび統括保健師等との意見交換による活用

ガイド案（Ver.2）の作成（表１）  

 活用ガイドの骨子は、案で作成した、 ICT

システムの出力データに基づく「保健師ごと

の活動実態」「管内（地域）の実態」「組織の

実態」の「読み取り」と「人材育成・マネジ

メントへの活用」をセットで例示するという

構成をそのまま用いた。  

A 県および A 市で行われた改良版システム

の実証実験におけるデータ入力開始後の振

り返り（1 回目：令和 6 年 9 月 27 日、2 回目：

同年 11 月 7 日）における統括保健師等の意

見を基に活用ガイド案の「読み取り（例）」
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や「人材育成・マネジメントへの活用（例）」

を修正した。また、ガイドに使用する ICT シ

ステムの出力データは、実証実験において出

力されたデータに変更した。活用ガイド案

（Ver.2）への修正内容を表 1 に示す。  

 

2．第 13 回日本公衆衛生看護学会学術集会ワ

ークショップによる意見聴取（表２）  

 令和 7 年 1 月 5 日に愛知県名古屋市にて開

催された第 13 回日本公衆衛生看護学会学術

集会においてワークショップ「統括保健師に

よる ICT を活用した根拠に基づく人材育成と

マネジメントの実際」を行い、参加者からガ

イド案について意見を聴取した。聴取した意

見を表２に示す。「ラダーと連動して実態が

見えると現任教育に活用できる」等現任教育

やマネジメントへの活用の期待に加え、デー

タ分析の困難解決、PDCA サイクルの促進、

危機対応・災害時対応への活用の期待が寄せ

られた。予算確保、入力の負担軽減等、 ICT

システム導入に対する課題も確認された。  

 

3．研究班会議における最終検討（表３） 

 研究班メンバーに意見を求めて活用ガイ

ド最終案を作成した。活用ガイド案（Ver.2）

からの主な変更点を表３に示す。最終ページに

はパイロット調査協力自治体における実際の

活用例を掲載した。 

 最終案について第 3 回研究班会議（令和 7 年

3 月 21 日開催）にて検討し、色調についてユ

ニバーサルデザインの観点から見やすさに

配慮し、必要な変更を追加することとした。 

完成した A4 判 12 ページからなる「データ

に基づく人材育成・マネジメント推進活用ガ

イド」は別添に示す。  

 

Ｄ .考察  

研究協力自治体の統括保健師、日本公衆衛生

看護学会の参加者、および研究班メンバーとの

議論をとおして、活用ガイドの内容や構成、文

言の改良を図り、より一層現場で活用しやすい

ものとすることができた。ワークショップ参加

者の意見から、人材育成、マネジメント、健康

危機対応等への活用の期待を確認することが

できた。特に、令和 5 年度のパイロット調査協

力自治体における実際の活用例を掲載できた

ことは、本 ICT システムの活用により実際に

データに基づく人材育成やマネジメントを推

進できることを実証するものであり、意義が大

きいと考える。  

また、本活用ガイドは保健師のシンボルフ

ラワーである撫子色を基調にしたオリジナ

ルデザインであり、わかりやすさや親しみや

すさ、手に取りやすさに留意し、ユニバーサ

ルデザインの観点から色調の見やすさにも

配慮を行った。活用ガイドのユーザーは、主

に統括保健師を想定していたが、人材育成や

マネジメントを実行していくためには財政

や人事担当課の理解を得る必要があり、根拠

となるデータを本 ICT システムから提示する

ことを考えると、ダッシュボードのデータを

含め、より一層わかりやすさや見やすさへの

配慮が必要と考えられる。これらの視点は保

健師活動の成果を住民等に共有化していく

際にも同様に重要になると考えられる。  

今後、人口減少が進み、我が国を取り巻く

環境に不確実さが増す中でも、地方自治体が

安定して、持続可能な形で住民サービスを提

供し続けることは、住民が健康で文化的な生

活を送り、地域経済を守るために欠かすこと

ができない 3)。保健師活動においても 2040 年

に向けて人員不足や財源確保の課題が深刻

化することが見込まれ、活動の質を維持する

ためには今以上にマネジメントや人材育成

の必要性が高まると推察される。このため、

統括保健師が継続して各自治体における保

健師活動をデータに基づき効果的に推進で

きるよう、本活用ガイドは社会情勢をも踏ま

えて改良を続ける必要がある。  
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表１．令和 5 年度作成の「活用ガイド案」から「活用ガイド案（Ver.2）」への修正内容  

頁  修正点  

2 ・はじめに   

   ７項目を追記  

3 ・保健師ごとの活動実態  
  1.2「個別支援・業務」→「業務・個別支援」に変更  
  ３項目の追加  「ラダーごと、保健師ごとのアセスメントの実態は？」  
 ・人材育成  ２項目目：「職員個々の成長支援・離職防止」に変更  
 ・マネジメント  ５項目→６項目へ  「学び・助け合う職場環境づくり」を追加  

4 ・1.の表題：「個別支援・業務」→「業務・個別支援」へ変更  
  Excel 表→縦棒グラフ表示変更  
 ・読み取り（例）→文面すべて変更  
 ・人材育成・マネジメントへの活用（例）２行目→１行目へ移動  残りの２項目の文面変更  

5 ・2.の表題：「個別支援・業務」→「業務・個別支援」に変更  
  Excel 表、横棒グラフ  →  グラフ表示（縦棒グラフ）  
 ・読み取り（例）  文面すべて変更  
 ・人材育成・マネジメントへの活用(例）  2 項目→３項目に変更  

6 ・3.の表題：「個別支援の何に時間がかかっている？」→「ラダーごと、保健師ごとのアセスメントの実態は？」  
  縦棒グラフ（１種類）→  横棒グラフ（２種類）  
 ・読み取り（例）２項目表示→３項目表示に文面すべて変更  

  ・人材育成・マネジメントへの活用(例）  ４項目表示→３項目表示に変更  

7 ・4.の表題：「支援の必要度が高い事例はどの地区に多い？」→「個別支援の何に時間がかかっている？」  
  Excel 表  →  縦棒グラフ表示  
 ・読み取り（例）３項目表示→５項目表示に文面すべて変更  

  ・人材育成・マネジメントへの活用(例）  ３項目表示→４項目表示に文面すべて変更   

8 ・5.の表題：「地域に新たな活動・事業の必要性はあるか？」→「支援が必要な事例はどの地区に多い？」  
  Excel 表  →  縦棒グラフ表示  
 ・読み取り（例）３項目表示→２項目表示に文面すべて変更  

  ・人材育成・マネジメントへの活用(例）  ２項目表示→３項目表示に文面すべて変更  

9 
・6.の表題：「支援の必要度が高い事例はどの部署に多い？」→「地域に新たな活動・事業の必要性はある

か？」  
  横棒グラフ（２種）→横棒グラフ（９種）  
 ・読み取り（例）  ３項目文面すべて変更  

  ・人材育成・マネジメントへの活用(例）  ３項目文面すべて変更   

10 ・7.の表題：「領域」→「部署」に変更  
  横棒グラフ（２種）→縦棒グラフ（３種）  
 ・読み取り（例）３項目文面すべて変更  

  ・人材育成・マネジメントへの活用(例）  ４項目表示→３項目に文面すべて変更   

11 
・８ .の表題  「保健師の業務全体の実態は？何に時間がかかっている？」→「支援の必要度が高い事例はどの

領域に多い？」  
  横棒グラフ（１種）→縦棒グラフ（２種）  
 ・読み取り（例）５項目表示→３項目文面すべて変更  

  ・人材育成・マネジメントへの活用(例）  ４項目文面すべて変更  

12 ・9.の表題１ページ分追加  
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表２．第 13 回日本公衆衛生看護学会学術集会ワークショップによる意見聴取の内容  

期待  ・ラダーと連動して実態が見えると現任教育に活用できる  

・統括のマネジメントに役立てられる  

・現状はデータ等を入力していても分析できていないため、それが解決できる  

・入力、振り返り、改善のサイクルを通常業務の中で回すことが大事、回すためのツールになる  

・事例への対応を漏れなく行う、予防的に事例を発掘できるようにすることが課題であり、そ

れに活用できるとよい・シリアスなケースにどれだけの時間で対応できたかが見えるとよい

（危機対応の視点から）  

・個別支援の入力は災害時対応でも使えるとよい  

・国の活動領域調査とタッグを組めるよい  

ICT シス

テム導入

に対する

課題  

・部署別にシステムが導入されている自治体はシステムを変えることが難しい  

・予算の確保、このしくみの必要性を訴えるためのデータをどう見せるか  

・入力の負担や手間が懸念される（入力の時間帯や所要時間について質問あり）  

研 究 協

力 自 治

体からの

意見  

・結果から見えてくるものが大きく、保健師活動を評価できるツールになった  

・データから見えてきたことを研修に活かしていきたい  

・今後いかにフィードバックできるか、県民のために何ができるかを見せていきたい  

その他  ・要フォロー者の支援システムは導入されている自治体がある  

・アルゴリズムやアセスメント 21 項目の作成方法・経緯に関する質問  

 

表３．「活用ガイド案（Ver.2）」から「最終案」への主な修正内容  

デザイン・全体の構成  

・PowerPoint のテンプレートからオリジナルデザインに変更  

・色は保健師のシンボルフラワーである「撫子色」を基調とした  

・ページ数および裏表紙を追加し、全体に表現等を点検の上、修正  

1 ページ  

 ・記載内容に合わせタイトルを「はじめに」からガイドの「特長と使い方」に変更  

 ・統括保健師の解説を追加  

2 ページ  活用マップ  

・表示している内容を説明する文言と該当するページ番号を追記  

・マネジメントに示している 6 つの要素について「売り」として強調したい内容を検討し並び替え  

5 ページ   

・レーダーチャートを追加し、ラダー別・保健師別に不明が多い項目を可視化できることを提示。  

・図の追加に合わせて読み取り（例）を修正。  

6 ページ   

・読み取り（例）  「記録」にかかる時間に「アセスメント等、思考・判断する時間」が含まれている可能性

を追記  

11 ページ  

・読み取り（例）  「申請事務」について保健指導に該当する内容が含まれている可能性を追記  

12 ページ  

・協力自治体の活用例を紹介するページを追加  
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Ｅ .結論  

本研究は、研究班が開発した ICT システム

の出力結果（データ）を統括保健師が読み解

き、人材育成とマネジメントの推進に活用す

る際に用いるガイドを開発した。これらは従

前の経験知に基づく統括保健師の人材育

成・マネジメントをデータドリブン化するも

のであり、効率的・効果的な保健師活動の推

進の一助となる点に意義がある。  

 

引用文献  

1) 厚生労働省健康局長通知 . 地域における

保健師の保健活動に関する指針 . 平成 25

年 4 月 19 日 . 
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令和６年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）  
 （分担）研究報告書 

 

 保健師活動必要度判定アルゴリズムを搭載した ICT ツールの  

保健師人材育成への活用に関する実証研究  

 

分担研究者  三浦貴大  国立研究開発法人産業技術総合研究所人間拡張研究センター  

                    共創場デザイン研究チーム  上級主任研究員  

研究代表者  吉岡京子  東京大学大学院医学系研究科健康科学・看護学専攻  准教授  

分担研究者  塩見美抄  京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻  准教授  

分担研究者  細谷紀子  千葉県立保健医療大学健康科学部看護学科  准教授  

分担研究者  佐藤美樹  国立保健医療科学院生涯健康研究部  上席主任研究官  

分担研究者  藤井仁   目白大学看護学部看護学科  教授  

 

研究要旨  

本研究では、前年度に開発した保健師活動内容の入力用 ICT 試作版ツールで得

られた入力結果を基に，保健師の判断を模擬する分類モデルの構築・評価を行っ

た．この ICT 試作版ツールは，統括保健師が人材育成を推進する上で必要なデー

タ収集を円滑に行えるよう、各保健師が日々の活動内容（活動種別、所要時間、

アセスメント結果等）を入力可能なものである．   

学習用データには，アセスメント項目 21 点に加え，各種アウトカムとして，

アセスメント結果より得られた必要度判定結果について保健師が妥当性評価した

結果や，保健師の主観に基づく支援必要度に加え，在宅生活を継続・死亡・入

院・入所・虐待・自傷・他害の状況が含まれる．本データはデータ拡張によりデ

ータの不均衡さを抑制した．学習には，ランダムフォレストなど 6 種を用いた． 

結果より，不均衡さを抑制したデータで学習させた分類モデルが高い性能を示

した（Kappa 係数と F-measure）．さらに，このような高い性能だった分類モデル

による特徴量重要度においては，学習方法が異なっていても，重み付けが上位で

あるアセスメント項目が共通する点が確認できた．これら項目は，現場経験が豊

富な保健師にとっても違和感がないものであった．一連の結果は，データの不均

衡を抑制して拡張したデータを用いて学習させたモデルによって，熟練保健師に

近い判断を行える点が示唆された．このモデルの活用方法は今後の課題である．  

 

 

研究協力者  

松本  珠美  公益社団法人日本看護協会  

常任理事  

山下久美   兵庫県北播磨県民局加東健康福祉

事務所 参事  

松下美穂子  杉並区子ども家庭部兼保健福祉

部地域保健調整担当課長事務取扱  

宇井  教恵  千葉県横芝光町健康子ども課  

健康づくり班  主幹  

茂木  りほ  国立保健医療科学院生涯健康  

研究部  主任研究官  
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本田  千可子  東京大学大学院医学系研究科  

健康科学・看護学専攻地域看護学分野  助

教  

松本  博成  東京大学大学院医学系研究科  

健康科学・看護学専攻地域看護学分野  助

教  

平  和也  京都大学大学院医学研究科  

人間健康科学系専攻地域健康創造看護学  

助教  

角川  由香  東京大学大学院医学系研究科  

健康科学・看護学専攻高齢者在宅長期ケア

看護学分野  助教  

 

Ａ .研究目的  

人口急減・超高齢化が進展している我が国

では、様々な分野における情報通信技術（ ICT; 

Information and communication technology）の

活用とデジタルトランスフォーメーション

(DX; Digital transformation)の必要性が謳われ

ている 1,2)。また、新型コロナウイルス感染症

（COVID-19; Coronavirus disease 2019）の流行

を契機に迅速な感染防止対策の必要性が再考

され、医療業務やそのマネジメントの効率化

が求められたことで、医療・看護・介護現場

における ICT 導入が急速に進められてきた 3)。 

一方で、この ICT 導入は限定的にしか展開

されておらず、都道府県や市区町村といった

地方自治体における保健師活動においては未

だ発展途上である。これは各保健師の活動が、

各々の暗黙知に基づいて遂行されざるを得な

い他 4)、自治体ごとの特性の違いに伴う業務

の独自性が生じている可能性がある。このよ

うな保健師業務における自治体間の共通性・

独自性を明らかにできれば、 ICT 導入を円滑

に行えるため、データ活用による業務効率化

や人材育成の進展が出来ると考えられる。こ

のため，前年度において，各保健師が日々の

活動内容（活動種別、所要時間、アセスメン

ト結果等）を入力可能な ICT 試作版ツールを

開発した 5)。その上で，パイロット調査を通

して，ユーザビリティ評価を行うとともに，

統括保健師が人材育成を推進する上で必要な

データ収集を実施した。  

一方で，大規模データを基にした機械学習

モデルを構築の上で，人の作業を支援する研

究例が情報学の分野で多く報告されている．

本研究においても蓄積されたデータを用いる

ことで，保健師育成の支援を行うためのモデ

ル構築が出来ると考えられる．  

そこで本研究の目的を，保健師が入力した

アセスメント項目と支援対象者の状況を基に，

支援対象者の状況推定を行うモデル構築・評

価を行うことと設定した．  

 

Ｂ .研究方法  

１）データセット 

 44,163件の保健師活動に関する入力データ

である．本データは，前述した ICT 試作版ツ

ールにより取得された．この中から，次のア

セスメント項目 21 点に加え，各種アウトカム

を対応付けて学習用モデルとした． 

⚫ アセスメント項目(該当/非該当/不明の 3

段階，不明と記載されたものは欠測値と

して扱った)： 

➢ 1.急激病状悪化，2.医学対応不十分，

3.治療体制整備困難，4. 退院後支援，

5.意思疎通困難，6.メンタルヘルス

課題，7.支援拒否，8.問題対処能力課

題,9.サービス制度利用，10.日常ケ

ア課題，11.家族関係課題，12.家族問

題対処課題，13.家族相談不足，14.多

問題世帯，15.生活療養環境不適切，

16.経済困窮，17.虐待，18.ハイリス

ク支援，19.他機関連絡，20.警消連携

要求，21.近隣トラブル 

⚫ アウトカム: 

➢ アセスメント結果より得られた必要

度判定結果を，保健師による妥当性

評価した結果 (妥当/高すぎる/低す

ぎるの 3 段階) 
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➢ 保健師の主観に基づく支

援必要度(1-8 の 8 段階) 

➢ 在宅生活を継続，死亡，入

院，入所，虐待，自傷，他

害 (該当/非該当/期間中

に終了の 3 段階) 

 これらのデータへの前処理とし

て，アセスメント項目 21 点と，ア

ウトカムから 1 項目を選定の上，

欠損値除去した後，データ拡張を行ったもの・

行わなかったものを用意した．データ拡張は，

SMOTE(Synthetic Minority Over-sampling 

TEchnique)6) と SCUT (SMOTE and Cluster-

based Undersampling Technique)  7)を用いて，不

均衡データを可能な限り，均衡データになる

ようにした．データ点数を表 1 に示す． 

ここではデータ拡張を行わなかったものを

Raw data ， デー タ 拡 張 を行 っ た もの を ，

SMOTE(1)，SMOTE(2)，SCUT のように表記し

た．なお，SMOTE(1)，SMOTE(2)はターゲット

とする「該当」などのデータ量を増やす戦略

を取った一方で，SCUT はデータ量のバラン 

 

スを取る戦略を取るために，時に最も多い反

応を減らすようデータ量を操作した．なお，

このようなデータ拡張は外傷患者における院

内死亡率の予測の研究論文など，頻発しない

医学的事象の予測にも使われてきている 8)． 

 

２）モデルの構築・評価 

 前述したデータセットを学習用:検証用 = 

8 : 2 と分けた後，10 分割の交差検証，3 回

繰り返すよう設定した．また，モデル選定基

準を leave-one-out 交差検証とした． 

 本研究では分類モデルを構築する．学習方

表 1 本研究で用いるデータセット．Raw data の他，データ拡張後のデータ数を掲載する．  

表 2 構築したモデルの性能  (ランダムフォレストの場合 ) 
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法は，ランダムフォレスト，XGBoost (eXtreme 

Gradient Boosting)，XGBoost DART (Dropouts 

meet multiple Additive Regression Trees)9)，

ニューラルネット，ElasticNet，SVM (Support 

Vector Machine)の 6 種類とした． 

 構築されたモデルの評価は， Accuracy， 

Kappa 係数に加え，F-measure を用いた．また，

特徴量重要度 (Feature importance)につい

ても算出し，各モデルがどのアセスメント項

目に重みづけて分類を行ったのかを調べた．

一連のモデル構築・評価は R (ver. 4.4.2)を

用いて実施し，主に caret パッケージ 10) (ver. 

6.0.94)を利用した． 

（倫理面への配慮） 

本研究で得られたデータは、東京大学大学

院医学系研究科・医学部倫理委員会の承認を

得て取得された（審査番号 2022114NI-(2)、承

認日 2022 年 11 月 10 日、審査番号 2023056NI 

-(1)承認日 2024 年 6 月 6 日）。 

 

Ｃ .研究結果  

１）モデル評価の結果  

 表 2 に構築した分類モデルにおける性能評

価結果の例として，ランダムフォレストで学

習した場合の結果を示す．なお，他の学習方法

を用いた場合でも，同様の傾向である．正答率

においては，Raw data を用いて学習した場合

の必要度判定結果・保健師の主観に基づく支

援必要度・在宅生活を継続の項目では他のデ

ータセットを用いた場合よりも良かった．死

亡・入院・入所・虐待・自傷・他害の項目では

SMOTE を用いてデータ拡張した場合の方が

高かった．一方で，クラスごとの正答の偏り具

合を表す Kappa 係数や，適合率と再現率のバ

ランスを取った指標である F-measure におい

ては，概して Raw data を用いて学習した場合

よりも，データ拡張を用いた場合の方が高か

った．このとき，必要支援度・在宅生活を継続

の 2 項目を除き，最良モデルにおける F-

measure において 0.8 以上の性能を実現できた． 

２）特徴量の重要度評価の結果  

図 1〜2 にランダムフォレスト・XGBoost を

用いて分類モデルを構築した場合における，判

定妥当性の評価結果・死亡の場合の特徴量重要

度をそれぞれ示す．図 1，2 の両者ともに，

Raw data を用いて学習した場合（左図），拡張

したデータを用いて学習した場合（中央図）

で，分類の手がかりとするアセスメント項目が

異なっており，その重み付けの傾向も大きく違

っていた．一方で，データ拡張を行った後で分

類モデルを構築した場合では，ランダムフォレ

スト，XGBoost ともに上位 /下位に来る指標は

共通していた．特に図 1 においては，18.ハイ

リスク事例の継続支援である，8.本人の問題認

識・問題対処能力に課題がある，11.家族の関

係性に課題がある，9.何らかのサービス・制度

を利用しているの 4 項目が上位 5 項目に入る点

が共通していた．図 2 においても，18.ハイリ

スクの継続支援である，12.家族の問題認識・

問題対処能力に課題がある，4.退院直後の支援

の 3 項目が上位 5 項目に入る点が共通してい

た．このようにデータ拡張された後で学習が行

われた場合，Kappa 係数や F-measure が高性能

のモデルにおいては，他のアウトカムにおいて

も同様の傾向が確認された．  

 

Ｄ .考察  

１）モデル評価の結果  

 表 2 において，Raw data を用いた場合は，

データの不均衡さに伴って最も高い頻度で現

れるデータに偏って分類したため，総合的な

正答率は高かったものの，Kappa 係数や F-

measure が低くなったと考えられる．実際に，

Raw data において該当数が少なかった死亡・

入所・自傷・互いにおいて，顕著に  Kappa 係

数，F-measure が低くなっていた．一方で，こ

のようにデータの不均衡さが際立っている場

合ほど，データ拡張による Kappa 係数，F-

measure の向上が確認できた．特に F-measure
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の値において，最良モデルでは 0.8 以上の性

能を実現できた．一方で，必要支援度・在宅

生活を継続の 2 項目を除き実現できなかった

項目においては，今後さらなる検討を行う予

定である．特に，本研究ではアセスメント項

目 21 点のみを用いて分類モデルを構築した

ため，今後はさらに学習用パラメータを増や

すなどして，性能向上を図っていく．  

 

２）特徴量の重要度評価の結果  

 Kappa 係数や F-measure が高性能のモデルに

おいて，重要度が上位に来るアセスメント項目

は共通した．この点について，経験豊富な保健

師に確認した所，実際にこれらの項目をもとに

現場での判断を行う可能性がある点が述べら

れ，違和感がない結果である，との反応を得ら

れた．よって，不均衡なデータであっても，少

量ケースをデータ拡張して学習させることで，

構築より現場経験のある保健師に近い判断をさ

せられる可能性がある．   

なお，本研究でアウトカムとした状況は，保

健師が実際に経験する頻度が稀なものである．

現場の保健師は，そのような遭遇しづらい状況

の経験をうまく重みづけて，現場のアセスメン

 
図 1.ランダムフォレスト (左・中図 )および XGBoost(右図)を用いて判定妥当性の評価結果の分類モ

デルを構築した場合における特徴量重要度  (左 : Raw data を用いた場合，中央･右 : SMOTE を用

いた場合 (F-measure において最良ないしはそれに準ずるモデルのとき )) 

 
図 2.ランダムフォレスト (左・中図 )および XGBoost(右図)を用いて死亡に関する評価結果の分類モ

デルを構築した場合における特徴量重要度  (左 : Raw data を用いた場合，中央･右 : SMOTE を用

いた場合 (F-measure において最良ないしはそれに準ずるモデルのとき )) 
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トを効率よく行っていることが示唆される．ま

た，各保健師ともに考え方などは異なっている

と考えられるが，本研究でモデル構築に使う学

習方法が異なっても多量の均衡データを学習さ

せた場合に類似した特徴量重要度の傾向を示し

たことから，長きに渡る経験からの判断基準が

類似してくる可能性がある点を模擬できた可能

性がある．  

一方で，遭遇しづらい状況であるほど，経験

の浅い保健師におけるアセスメントの学習支援

が行いにくい状況とも捉えられる．本研究で得

た特徴量重要度に関する知見は，保健師活動の

現場支援や現場外での学習支援の方策について

の検討に繋がり得るものと考えられる．  

 

Ｅ .結論  

保健師による ICT ツールへの入力結果に基

づき，アセスメント項目に基づく各種状況の分

類モデルを構築・評価した．データ拡張によっ

て，発生頻度が必ずしも高くない事象の分類に

おいて，一部項目を除いて，F-measure で 0.8

以上の性能を達成できた．一方で，この分類モ

デルにおける特徴量重要度を分析した結果，学

習手法によらず上位に来るアセスメント項目に

共通性が確認できた．  

今後は，本研究で構築した分類モデルのさら

なる高性能化を図る他，その活用方策について

も探っていきたい．  
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                              機関名  国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  曽根 智史         
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  健康安全・危機管理対策総合研究事業                         

２．研究課題名  ICT を用いた保健師活動アルゴリズム及び評価手法の開発と統括保健師による人材   

 育成への活用                                   

３．研究者名  （所属部署・職名） 生涯健康研究部・上席主任研究官                    

    （氏名・フリガナ） 佐藤 美樹・サトウ ミキ                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東京大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



第10254010-A-20250325-005号 
令和７年３月２６日 
［ 公 印 省 略 ］ 

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                             
                  
                           機関名 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

 
                   所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                           氏 名     石村 和彦       
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  健康安全・危機管理対策総合研究事業                          

２．研究課題名  ICT を用いた保健師活動アルゴリズム及び評価手法の開発と統括保健師による人材育成への活用 

３．研究者名  （所属部署・職名） 人間拡張研究センター 共創場デザイン研究チーム 上級主任研究員      

    （氏名・フリガナ） 三浦 貴大（ミウラ タカヒロ）                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 

東京大学大学院医学系研究

科・医学部 倫理委員会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ７ 年 ３ 月 １４ 日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   

                              機関名 目白大学 
 
                      所属研究機関長 職 名 学長 

                                                                                      

                              氏 名   太原 孝英       
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                              

２．研究課題名 ICT を用いた保健師活動アルゴリズム及び評価手法の開発と統括保健師による人材育成への活用 

３．研究者名  （所属部署・職名）看護学部・教授  

    （氏名・フリガナ） 藤井 仁・フジイ ヒトシ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

東京大学大学院医学系研究 

科・医学部 倫理委員会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 □ 無 ■（無の場合はその理由：現在規定を作成中  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 □ 無 ■（無の場合は委託先機関： 東京大学     ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：           ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


